
【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 北海道財務局長

【提出日】 平成20年９月30日

【事業年度】 第49期（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）

【会社名】 株式会社一髙たかはし

【英訳名】 Ichitaka Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　上戸　敦

【本店の所在の場所】 札幌市中央区大通西十丁目４番16号ダンロップＳＫビル４階

【電話番号】 ０１１（２５２）０７１１

【事務連絡者氏名】 取締役（管理部門担当）　　小島　敬一

【最寄りの連絡場所】 札幌市中央区大通西十丁目４番16号ダンロップＳＫビル４階

【電話番号】 ０１１（２５２）０７１１

【事務連絡者氏名】 取締役（管理部門担当）　　小島　敬一

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所

（東京都中央区日本橋茅場町一丁目４番９号）

EDINET提出書類

株式会社一髙たかはし(E03411)

有価証券報告書

  1/105



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月

(1）連結経営指標等      

売上高（千円） 6,683,339 7,526,355 15,482,324 26,128,209 32,595,703

経常利益（千円） 448,838 623,610 772,731 611,704 881,162

当期純利益（千円） 203,622 291,372 613,384 560,498 325,389

純資産額（千円） 2,030,230 2,382,151 3,963,578 4,421,207 4,651,969

総資産額（千円） 7,657,517 8,950,005 11,832,938 12,495,351 17,017,251

１株当たり純資産額（円） 270.41 314.73 392.12 225.39 240.70

１株当たり当期純利益金額

（円）
26.83 35.53 81.51 37.50 22.85

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
26.59 35.25 80.53 37.37 －

自己資本比率（％） 26.5 26.6 25.1 26.7 19.5

自己資本利益率（％） 10.6 13.2 22.9 17.8 9.8

株価収益率（倍） 47.3 19.9 12.2 8.3 8.1

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△600,337 1,129,059 2,130,035 450,130 3,410,446

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△1,175,515 △877,168 △233,994 341,195 △1,089,287

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
475,321 347,833 △323,079 △209,021 994,338

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
3,402,375 4,002,101 5,575,062 6,157,367 9,472,864

従業員数（人） 234 241 219 253 299
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回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月

(2）提出会社の経営指標等      

売上高（千円） 3,801,138 4,425,077 5,008,419 4,862,202 5,597,532

経常利益（千円） 210,166 369,856 399,691 255,726 239,432

当期純利益（千円） 129,668 232,506 586,915 516,120 233,434

資本金（千円） 451,665 451,665 476,433 476,433 476,433

発行済株式総数（株） 7,488,460 7,488,460 7,574,460 15,148,920 15,148,920

純資産額（千円） 1,819,745 1,996,540 2,556,806 2,874,724 2,802,524

総資産額（千円） 3,922,289 4,328,279 4,781,833 4,919,750 5,927,405

１株当たり純資産額（円） 243.01 263.94 337.59 194.54 203.42

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当額)

（円）

7.50

(－)

7.50

(－)

10.00

(－)

5.50

(－)

5.50

(－)

１株当たり当期純利益金額

（円）
17.54 28.38 77.99 34.53 16.39

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
17.38 28.11 76.62 34.43 －

自己資本比率（％） 46.4 46.1 53.5 58.4 47.3

自己資本利益率（％） 7.4 12.2 25.8 19.0 8.2

株価収益率（倍） 72.4 24.9 12.8 9.0 11.3

配当性向（％） 43.31 26.43 12.82 15.93 33.56

従業員数（人） 137 132 132 154 167

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．従業員数は、就業人員（パートを含む）を記載しております。

３．第48期において、平成18年５月10日開催の当社取締役会決議に基づき、平成18年７月１日付をもって普通株

式１株を２株に分割しております。

４．第47期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

５．第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。
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２【沿革】

年月 事項

昭和35年５月 北海道札幌市白石町本通93番地（現札幌市白石区本通11丁目）に株式会社髙橋燃料店を設立

昭和36年８月 北海道札幌市白石町本通818番地（現札幌市白石区本通16丁目）にＬＰ（液化石油）ガス充填所

開設

昭和44年４月 株式会社髙橋燃料店の商号を株式会社一髙たかはしに変更

昭和46年９月 北海道札幌郡広島町（現北海道北広島市）に広島営業所開設

昭和47年５月 本店を北海道札幌市白石町本通818番地に移転

昭和55年12月 北海道江別市に江別営業所開設

昭和58年４月 札幌市豊平区（現札幌市清田区）に里塚営業所（現南営業所）開設

昭和58年７月 札幌市西区（現札幌市手稲区）に西営業所開設

昭和59年６月 本店にＬＰガス充填所改築、自動充填機設置

昭和60年６月 札幌市白石区に東営業所開設

平成元年11月 ＬＰガス集中監視システム導入

平成３年８月 札幌市白石区本通16丁目に新社屋完成

平成５年10月 ＬＰガス双方向集中監視システム・バーコード配送システム導入、ＬＰガス充填所改築、全自動充

填機設置

平成９年７月 住宅リフォーム業務を開始

平成11年７月 住宅リフォーム業務の強化を図ることを目的に株式会社プリフォームを札幌市白石区に当社

100％出資子会社として設立

平成11年７月 新たなＬＰガス小売販売方法を開発することを目的にユースガス株式会社を札幌市厚別区に当社

100％出資子会社として設立

平成11年７月 当社電算システムの開発、運用、保守を委託していたウェルネット株式会社（札幌市白石区）の株

式50.2％を取得、子会社とする

平成11年10月 当社及びウェルネット株式会社の本店を札幌市中央区大通西10丁目４番16号に移転

平成12年５月 ユースガス株式会社よりエネルギー事業に関する営業の全部を譲受け、同社解散

平成14年１月 オフィス用品通信販売業務を開始

平成14年１月 システム業務の集約を図るためウェルネット株式会社が札幌市厚別区に新社屋取得

平成14年８月 空調・衛生設備工事業務を行う朝日設備株式会社（札幌市東区）の全株式を取得、子会社とする

平成14年10月 ウェルネット株式会社の本店を札幌市厚別区下野幌テクノパーク１丁目１番15号に移転

平成15年６月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成16年１月 株式会社ガスコープよりエネルギー事業に関する営業を譲受け、北海道上磯郡上磯町（現北海道

北斗市）にガスコープいちたか支店開設

平成16年４月 次世代エネルギーの運営ノウハウ獲得を目的とする株式会社エネアージを10.0％出資して共同設

立

平成16年９月 モンゴル国でのＬＰガス事業展開を目的とするユニガスＬＬＣを39.0％出資して共同設立

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成16年12月 ウェルネット株式会社が、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年１月 燃料・燃焼機器販売を行う有限会社〆の一髙野商店（北海道函館市）の全持分を取得、子会社と

する

平成17年１月 有限会社〆の一髙野商店を組織変更し、株式会社髙野商店とする

平成17年８月 燃料・燃焼機器販売及びガソリンスタンドの運営を行う株式会社中浜商店（北海道函館市）の全

株式を取得、子会社とする

平成17年８月 株式会社プリフォームの全株式を売却

平成17年12月 燃料・燃焼機器販売を行う株式会社はまなすエルネルギー（北海道帯広市）を51.0％出資して共

同設立

平成18年５月 燃料・燃焼機器販売を行う有限会社丸佐佐藤燃料（北海道北斗市）の全持分を取得、子会社とす

る

平成18年５月 有限会社丸佐佐藤燃料を組織変更し、株式会社丸佐佐藤燃料とする

平成18年６月 朝日設備株式会社を商号変更し、株式会社いちたかサンテックとする

平成19年５月 ＩＴ関連企業への営業支援業務を行う株式会社アイトリート（東京都千代田区）を90.0％出資し

て共同設立
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年月 事項

平成19年９月　 燃料・燃焼機器販売を行う株式会社ダイニ（山形県南陽市）の全持分を取得、子会社とする

平成19年９月 ＬＰガス卸売及びガソリンスタンドの運営を行う置賜日通燃料株式会社（山形県南陽市）の全株

式を取得、子会社とする

３【事業の内容】

　当社グループは、当社（株式会社一髙たかはし）、子会社９社及び関連会社２社により構成されており、燃料及び燃

焼機器等の販売を行うエネルギー事業、事業者と消費者の決済システムを中心としたシステム事業、家庭生活や事業

者の活動を支援するその他事業を行っております。

　当社グループの事業内容及び当社子会社の当該事業における位置付けは次のとおりであります。

　なお、次の事業区分は「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記」に掲げる事業の種類別セグ

メント情報の区分と同一であります。

(1）エネルギー事業

　当社グループの行うエネルギー事業は、主に一般消費者並びに小規模事業所向けに燃料及び燃焼機器等の小売販

売等を行っております。販売地域、対象会社または組織名及び主な販売品目は以下のとおりとなっております。

販売地域 会社または組織名 主な販売品目

札幌市及びその近郊地域

（道央地区）
㈱一髙たかはし

ＬＰガス、灯油、重油及び燃焼機

器等

北海道北斗市及びその近郊地域

（道南地区）

㈱一髙たかはしガスコープいち

たか支店、㈱高野商店、㈱中浜商

店、㈱丸佐佐藤燃料　※１

ＬＰガス、灯油、重油、燃焼機器

等、ガソリン等車両用燃料及び車

両関連商品・サービス

北海道帯広市及びその近郊地域

（道東十勝地区）
㈱はまなすエネルギー

ＬＰガス、灯油、重油及び燃焼機

器等

山形県南陽市及びその近郊地域

（山形置賜地区）
㈱ダイニ、置賜日通燃料㈱

ＬＰガス、灯油、重油、燃焼機器

等、ガソリン等車両用燃料及び車

両関連商品・サービス

※１　道南地区をカバーする上記の会社または組織については、平成20年７月１日及び平成20年８月１日

をもって会社分割または合併により、「㈱ガスコープいちたか」として１社に統合しております。詳

細につきましては、第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　重要な後発事象　をご参

照ください。

　主な取扱燃料はＬＰガス、灯油、重油であり、取扱燃料に付随して給湯器、暖房機器、融雪機、燃料用タンク等の燃焼

機器類の販売、修理、据付等に伴う付帯工事を請け負っており、その他一部の地域において、ガソリンスタンドによ

りガソリン等の車両用燃料及び車両関連商品・サービスの販売及び提供を行っております。

　ＬＰガス、灯油、重油等の燃料は顧客に対し個別配送しております。道央地区においては、ＬＰガスについては㈱グ

ロリアガス北海道が所有する石狩充填所（北海道石狩市）にて充填されたＬＰガス容器による配送もしくはバル

クローリー車による配送を行い、灯油については当社内に設置している灯油貯蔵タンクからタンクローリー車へ灯

油を積み替え配送しており、さらに24時間、365日オペレーターを配置して注文の受付、燃料切れ時の夜間配送等の

緊急対応を行っております。

　ＬＰガス販売においては、顧客に設置するガスメーターと当社内に設置したホストコンピュータとを電話回線に

より接続し、顧客のガス使用状態を集信する集中監視・自動検針システムを構築しており、現在、道央・道南地区に

て運用しております。

　ホストコンピュータに集信したガス使用状態に関するデータは常時有人監視し、ガス漏れ等の異常使用が認めら

れた場合には顧客に直接連絡するほか、回線を通じてガス弁を強制閉鎖するなど事故防止サービスを提供しており

ます。また、集信データに基づきガス使用料を自動計算するとともに顧客のガス切れを防止するためガスボンベの

残量を基に自動配送指示が発信され、適宜配送いたします。
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(2）システム事業

　当社グループの行うシステム事業は、連結子会社であるウェルネット株式会社にて事業を行っております。事業の

内容としては、代金決済とその周辺に係る業務に対するソリューションを提供する決済関連サービス、オンライン

発行によるデジタルコンテンンツ用のプリペイドカード「ＰＩＮ（注１）」を販売するＰＩＮオンライン販売

サービス、携帯電話を利用したケータイチケットサービスを提供しております。

①　決済関連サービス

　決済関連サービスは、紙を使って代金請求及び回収を行うビリングサービスと、紙を使わず代金回収を行うＥ－

ビリングサービス、決済システムのＡＳＰサービスや決済システムに付随する情報処理システムの開発を行うそ

の他サービスの３つのサービスから構成されております。これらの決済関連サービスは、ウェルネット株式会社

と提携しているコンビニエンスストア（以下コンビニという）において24時間365日の決済が可能であり、必要

なソフトウェアは無償貸与いたしますので、事業者はシステム開発に係る経費と時間が大幅に軽減されます。ま

た、ウェルネット株式会社が頂く手数料は固定制ではなく従量制による課金システムを基本としておりますの

で、事業者の初期投資の低減を実現しているものと考えております。

　当サービスを提供することにより、ビリングについては主に取扱件数（請求書発行枚数及び収納代行件数）に

基づいた手数料を、Ｅ－ビリングについては主に取扱金額（収納代行金額）に基づいた手数料を収受しておりま

す。

ａ．ビリングサービス

・収納代行サービス

　バーコード付払込取扱票付請求書を発行するシステムと契約するコンビニなどの請求代金回収経路（注

２）を通じて、売掛金の回収業務を代行するサービスであります。現在、通信販売をはじめ燃料代金・授業料

・インターネット接続料金・各種会費等の代金収納に利用いただいております。

・発行代行サービス

　バーコード付払込取扱票付請求書（銀行振込の場合は払込依頼書付請求書）の印刷・封入・封緘・郵送ま

でを代行し、かつ入金確認及び入金消し込みができる仕組みを提供するサービスです。特に物流を伴わない

サービス等（授業料、各種会費、チケット代金、インターネット接続料金）の代金収納に利用されておりま

す。また、自動的に請求書が発行され、代金の収納状況が把握できるサービス（請求書発行・収納代行パッ

ケージ「ところくん」）も提供しております。
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ｂ．Ｅ－ビリングサービス（マルチペイメントサービス）

　ビリングサービスとは異なり、決済に必要な請求書の作成及び郵送を行うことなく、コンビニに設置されてい

るマルチメディア端末（注３）、ＰＯＳレジ、ＡＴＭ及びネットバンキング等を利用して決済を行うサービス

であります。

　現在これらのサービスは、航空券や高速バスチケットの購入を中心に利用されておりますが、事業者は個々の

ロケーション（コンビニ、銀行等）との接続開発・契約を個別に行う必要がなく、ウェルネット株式会社との

契約のみで全てのロケーションと接続が実現でき、また決済情報はウェルネット株式会社のコンピューターを

介してリアルタイムに事業者に伝えられますので、請求書や料金払込票を作成したり、送付する手間が掛から

ず、支払を確認してから商品・サービスを提供することができます。

ｃ．その他サービス

　ウェルネット株式会社が提供する決済システムのサービス導入のための各種システムの受託開発と、当社の

ＬＰガス事業の情報処理システムの受託開発及びシステムの運用管理を行っております。

②　ＰＩＮオンライン販売サービス

　ＰＩＮオンライン販売サービスはコンビニの店舗に設置されているＰＯＳレジとウェルネット株式会社のサー

バー間の双方向通信システムを利用し、携帯電話、国際電話、電子マネーなどのプリペイドカードをオンラインで

販売しております。オンライン販売により、従来のカード形式のプリペイドカードの物流が不要となるため、取り

扱う種類の増加、変更などが容易となるばかりでなく、欠品の心配がなくなる、販売時点の仕入が可能となるな

ど、オンラインシステムならではの多くのメリットが得られます。

　また、ＰＩＮオンライン販売システムをコンビニへＡＳＰにて提供を行っております。

③　ケータイチケットサービス

　二次元コード（注４）を利用して携帯電話で決済から認証までのトータルソリューションの普及・拡大を推進

しております。ケータイチケットは、紙のチケットの代わりに携帯電話に二次元コードをネット経由で配信する

もので、インターネット対応の携帯電話を持っていれば、誰でも簡単に使える仕組みです。なお当サービスは、決

済を伴わない二次元コードの認証のみの配信も可能であります。

　ケータイチケットは、現在国内にある９千万台以上の携帯電話のほぼ全機種に対応しており、汎用性の高い仕組

みであると同時に、個人認証にあたっては、二次元コードの他の携帯電話への転送防止、重複利用の防止等のセ

キュリティー対策を十分に行っております。

　事業者にとっては、チケットの製作・送付などが不要であるため、コスト削減に繋がります。また、受付からチ

ケット発行がオンラインでリアルタイムに処理できるため、開催間際まで販売できると同時に入場記録が残りま

すので、マーケティングデータとしての利用が可能となります。

注１　ＰＩＮ

　Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｉｄｅｎｔｉｆｉｃａｔｉｏｎ　Ｎｕｍｂｅｒの略語でプリペイド式で提供されるサー

ビスの利用権を有する、当該サービスの提供事業者から購入した者を識別する番号をいいます。

注２　請求代金回収経路について

　請求代金の回収は、直接ウェルネット株式会社名義の金融機関口座を払込指定先とする方法と、提携するコ

ンビニ店舗を払込場所とする方法があります。このうちコンビニ店舗に払い込まれた回収代金については、

所定の期日に取扱いを行ったコンビニ本部からウェルネット株式会社の金融機関口座へ送金されます。その

後、当該金融機関口座に集まった回収代行代金は、所定の期日に事業者の指定する金融機関口座へ送金いた

します。

注３　マルチメディア端末

　コンビニ内に設置され、簡単なタッチパネル操作によって、コンサートチケットや宿泊の予約、通信販売や

損害保険の申し込み、航空券の購入などができる装置であります。

注４　二次元コード

　従来からある（一次元）バーコードは、水平方向（横方向）にのみ情報をもつバーコードでありますが、こ

れに対して二次元コードは、水平・垂直（横・縦）の両方向に情報をもつコードであります。このため、二次

元コードは、バーコードと比較して数十倍～数百倍のデータ容量が可能となっております。
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(3）その他事業

　当社グループでは、グループのコア事業となるエネルギー及びシステムの各事業基盤を活かし、その周辺もしくは

シナジーが期待できる事業の育成・展開を図っております。

　具体的には株式会社いちたかサンテック（連結子会社）の行う空調・衛生設備工事業務、株式会社アイトリート

の行うＩＴ関連企業への営業支援業務、当社などで行うオフィス用品通信販売業務などを行っております。

（事業系統図）

　事業の系統図は以下のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有
割合（％）

関係内容

（連結子会社）      

ウェルネット株式会社

（注）２、３、４、５
札幌市厚別区 649,232 システム事業 46.6

決済関連サービスの委

託、システム開発の受

託

役員の兼任２名

株式会社いちたかサン

テック
札幌市東区 22,500 その他事業 100.0 役員の兼任１名

株式会社髙野商店 北海道函館市 10,000 エネルギー事業 100.0 役員の兼任１名

株式会社中浜商店 北海道函館市 10,000 エネルギー事業 100.0 役員の兼任１名

株式会社はまなすエネル

ギー
北海道帯広市 30,000 エネルギー事業 51.0 　

株式会社丸佐佐藤燃料 北海道北斗市 3,000 エネルギー事業 100.0 役員の兼任１名

株式会社アイトリート

（注）２

東京都千代田

区
100,000 その他事業 90.0 役員の兼任１名

株式会社ダイニ 山形県南陽市 20,000 エネルギー事業 100.0 役員の兼任１名

置賜日通燃料株式会社 山形県南陽市 10,000 エネルギー事業 100.0 役員の兼任１名

（持分法適用関連会社）      

ユニガスＬＬＣ

モンゴル国ウ

ランバートル

市

441,195 エネルギー事業 39.0 役員の兼任２名

　（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．有価証券報告書を提出しております。

４．持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。

５．ウェルネット株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める

割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　　　(1）売上高　　　　 24,312,541千円

(2）経常利益　　　　  587,998千円

(3）当期純利益　　　　311,230千円

(4）純資産額　　　  2,452,780千円

(5）総資産額　　　 10,983,275千円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

エネルギー事業 218 

システム事業 66 

その他事業 15 

合計 299 

　（注）１．従業員数には、就業人員（パートを含む）を記載しております。

２．前連結会計年度末に比べて従業員数が46名増加しておりますが、その主な理由は、連結子会社の増加等によ

りエネルギー事業の58名の増加によるものであります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

167 42.0 9.1 4,424,299

　（注）１．従業員数には、就業人員（パートを含む）を記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、アメリカにおけるサブプライム住宅ローン問題に端を発した金融資本市

場の低迷が続き、また原油市場や穀物市場での価格高騰に歯止めがかからず、景況感が悪化基調で推移したため、国

内景気の先行きに後退感がうかがえます。

　このような状況のもと当社は、中期経営計画の達成を目標に活動してまいりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①　エネルギー事業

エネルギー事業におきましては、灯油及びＬＰガスにおいて、仕入価格がかつて経験したことのない高値で推移

したことを背景として既に顕在化していた顧客の消費節約が完全に常態化し、単位当たりの消費量は一段と減少い

たしました。一方、当期の戦略である顧客数の増加を目的とする人的及び販促コストの投下に加えて、客先設備投資

も継続し、目標の顧客獲得は達成いたしました。また、中期経営計画に基づく保安水準の維持向上も順調に進展して

おります。このように顧客獲得などの成果があった反面、これらのコスト増加と、特に灯油の単位消費量の落ち込み

により、収益面はやや悪化いたしました。しかしながら新たに連結いたしました子会社２社の業績が計画以上に推

移したことで、既存エリアでの収益落ち込みをリカバリーし、売上高、営業利益はともに増加いたしました。

　この結果、売上高は7,493百万円（前年同期比40.9％増）、営業利益は297百万円（前年同期比5.8％増）となりまし
た。

②　システム事業

　システム事業におきましては、既存事業である決済関連サービス及びＰＩＮオンライン販売サービスにおいて、新

規事業者の獲得や安心・安全なサービス提供への取り組みにより事業基盤の強化・拡大を推進いたしました。決済

関連サービスでは、Ｅコマース関連を中心に取扱量は増加し、また、電力・保険などの業種で採用新規事業者が増え

この取扱高も順調に増加しました。ＰＩＮオンライン販売サービスもオンラインゲームで利用する電子マネー向け

などが好調に推移したため、売上高は順調に増加いたしました。ケータイチケットサービスは、新たなビジネスモデ

ルの核として、引き続き事業環境の整備、認知度向上に取り組み、Ｊリーグの全試合対象観戦記録システムへの参画

を果たすなど着実に進展しております。

　この結果、売上高は24,267百万円（前年同期比20.7％増）、営業利益は569百万円（前年同期比80.9％増）となりま
した。

③　その他事業

　設備事業につきましては、収益体質への転換を図るべく利益率重視の受注に努めてまいりましたが、当第３四半期

以降は建築業界からの発注量が激減し、売上規模も大幅に縮小しておりますが、営業利益は前期比で増益となりま

した。営業支援事業につきましては、事業が立ち上がらないまま推移しましたので、経費の先行増となり営業損失を

計上いたしました。

　この結果、売上高は834百万円（前年同期比17.1％増）、営業損失は24百万円（前年同期は営業利益11百万円）とな
りました。

　以上、セグメント別では業績にばらつきがあるものの、、当連結会計年度における当社グループの売上高は32,595百
万円（前年同期比24.8％増）、営業利益は843百万円（前年同期比43.3％増）、経常利益は881百万円（前年同期比
44.1％増）となっており、システム事業の継続成長、エネルギー事業の堅調推移により、経常利益までの前期比較で
は増収増益を達成することが出来ました。なお、当半期でもお伝えしましたとおり、設備事業の大口取引先の破綻な
どにより損失見込額を特別損失に計上しましたが、更に前期には固定資産売却による特別利益を計上していたこと
もあり、当期純利益は325百万円（前年同期比41.9％減）となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ3,315百万円増

加し、当連結会計年度末には9,472百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動の結果得られた資金は、3,410百万円（前年同期比657.7％増）となりまし

た。

これは、システム事業において収納代行預り金の増加額2,964百万円、法人税等の支払額586百万円等によるも

のであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動の結果使用した資金は、1,089百万円（前年同期は341百万円の獲得）となり

ました。

これは主に、新規連結子会社の取得による支出755百万円及びＬＰガス顧客獲得のための配管設備取得等に起

因する有形固定資産の取得による支出637百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動の結果得られた資金は、994百万円（前年同期は209百万円の使用）となり

ました。

これは主に、短期借入金の純増加額1,180百万円、長期借入による収入500百万円、長期借入金の返済による支出

384百万円及び自己株式の取得による支出222百万円等によるものであります。

２【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は販売を主として行っているため、事業の種類別セグメントごとに生産規模

及び受注実績を金額あるいは数量で示すことはしておりません。

(1）仕入実績

　当連結会計年度の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

金額（千円） 前年同期比（％）

エネルギー事業 4,761,856 160.5

システム事業 23,115,969 121.2

その他事業 672,369 116.9

合計 28,550,196 126.2

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．金額は、仕入原価によっております。

３．エネルギー事業における主な燃料の仕入金額は以下のとおりです。

燃料種別

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

金額（千円） 前年同期比（％）

ＬＰガス 946,811 160.8

灯油 3,037,923 154.8

　（注）　ＬＰガスの総仕入金額のうち、三井石油株式会社からの仕入金額の占める割合は、51.0％でありま

す。
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(2）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

金額（千円） 前年同期比（％）

エネルギー事業 7,493,935 140.9

システム事業 24,267,253 120.7

その他事業 834,514 117.1

合計 32,595,703 124.8

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

㈱サークルＫサンクス 16,273,552 62.3 19,619,823 60.2

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

４．エネルギー事業における主な燃料の販売金額は以下のとおりです。

燃料種別

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

数量 金額（千円） 前年同期比（％）

ＬＰガス 10,259 t 2,944,362 125.4

灯油 39,193 kl 3,533,257 146.0

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

５．ＬＰガス需要家戸数については以下のとおりです。

 
当連結会計年度

（平成20年６月30日現在）

期末需要家戸数（戸） 42,897
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３【対処すべき課題】

(1) エネルギー事業

　当社はエネルギー事業の主要な業務としてＬＰガス販売を行っておりますが、ガス供給会社による埋設配管から

の漏洩に起因する事故や、ガス機器メーカー数社による給湯器の不具合に起因する事故が社会的にクローズアップ

され、ガス業界が注目される結果となりました。

　元々ＬＰガス及び都市ガスは、機器の不具合等によるガス事故や不完全燃焼によるＣＯ（一酸化炭素）事故など

の危険性を内包しており、そのため法令により仕様や取扱いが定められておりますが、事故の発生は、ガスに対する

安全性を再度問い直す、ひいてはガス業界全体への信頼を揺るがす問題を内包しております。ＬＰガスを供給する

当社及び当社の子会社では地域に密着したライフラインの担い手として安心・安全のサービスを提供すべく全力

をあげて取り組んでおります。

　具体的な解決方法としては、

　・ＬＰガス供給設備に対する保安対策の強化

　・自主基準による交換及び点検が必要な設備の次年度以降の交換・点検スケジュールの前倒し

　・保安強化活動に従事する人員増員と自社保安マニュアルによる教育強化

　・重大なトラブルを防止しうる業務フローの再構築と運用

　・供給監視体制の強化

　以上を重点項目として推進し、業界全体の信頼回復にも寄与する所存であります。

(2) システム事業

　システム事業は、ウェルネット株式会社により決済サービスを次々と開発・提供することで業績を拡大してきま

した。一方で決済サービス市場は多様な決済手段の普及によりその規模が拡大する中、決済サービス提供企業間の

競争は激化しており、提供サービスの高付加価値化や差別化なしに更なる業績の拡大を図れない状況となりつつあ

ります。このため、コア事業である決済サービスやＰＩＮオンライン販売サービスを中心とする既存事業の拡大を

図りつつ、新たなビジネススキームを創出し、持続的な成長の基盤作りに取り組んでまいります。また、顧客満足度

の充実を図り、効率経営を推進することで利益の最大化を図りたいと考えております。

　・データ処理環境の更なる充実及び顧客の積極的開拓で決済サービス事業基盤の強化・拡大

　・プラットフォーム提供ビジネスの推進で新たなビジネスの創出

　・運用センター（事業会社・インフラ向けヘルプデスク）機能・質の充実による顧客満足度の向上

　・業務プロセスの改善、原価管理の徹底による効率経営の推進

以上を重点項目として取り組んでおります。

(3) その他事業

　その他事業は、営業支援事業は事業整理し、設備事業は採算及び安全重視で受注を選別するとともに、業態変化も

視野に入れてまいります。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年９月30日）現在において当社グループ

が判断したものであり、現時点では予測できない下記以外の事象の発生により、当社グループの経営成績及び財政状

態が影響を受ける可能性があります。

１．エネルギー事業について

①エネルギー事業におけるＬＰガス取扱いのリスクについて

エネルギー事業にて一般消費者向けに供給しているＬＰガスにつきましては、ＬＰガス自体が、可燃性の極め

て高い燃料であり、ガス漏れによる爆発事故などのリスクがあるほか、供給機器の不完全燃焼などによりＣＯ

（一酸化炭素）中毒事故などが発生する可能性があります。最近、特に一部のガス機器メーカーによる給湯器の

不具合に起因する事故が社会問題化しております。ＬＰガスを供給する当社及び当社の子会社は従来より年式の

古い給湯器が設置されている物件につきましては、点検及び交換を自主的に実施してまいりましたが、今回の問

題を業界全体の問題として厳粛に受け止め、早急な点検と設備交換などの対処策を講じております。更にこれら

のリスク発生時には、迅速に組織的対応をすべく体制の見直し、業務フローの改善などを検討・実施しておりま

すが、もし不測の事態により爆発事故及び中毒事故などが発生した場合、被害者への損害賠償や監督行政機関か

らの指導・処分により、エネルギー事業の業績を悪化させる可能性があります。

②エネルギー事業に関する法律について

エネルギー事業にて行う一般消費者向けＬＰガス及びＬＰガス器具販売につきましては「液化石油ガスの保

安の確保及び取引の適正化に関する法律」及び「高圧ガス保安法」等に基づき運営されております。また当社の

保有する灯油等石油類の貯蔵及び設備につきましては「消防法」等に基づき設置・運営されております。

なお、エネルギー事業を取り巻く環境において、ガス事業法及び電力事業法の規制緩和により、シェア争いは異

種エネルギー間に波及しております。当社は、これらの情勢変化を踏まえつつ燃料電池等の次世代エネルギーに

対する取り組みを行い、シェアの維持・伸長を図る方針でありますが、次世代エネルギーが事業化され普及する

までの間、上記規制緩和がエネルギー市場における当社グループのシェアに影響を及ぼす可能性があります。

③外部環境について

ａ．気象の変動

　ＬＰガス及び灯油等の燃料の主な用途は、一般消費者並びに小規模事業所に設置されている給湯器・暖房機器

・融雪機等の燃焼機器類の燃料であります。特に当社が事業展開している北海道は冬期間（12月～３月）の燃料

消費量が大きく、その消費量は当該期間の気温及び降雪量に左右されます。そのため、エネルギー事業の売上高も

気象の変動によりある程度増減することがあります。

ｂ．燃料の仕入価格の変動

わが国においてＬＰガス及び灯油等の燃料及びその原料となる原油は、中東諸国を中心とする海外からの輸入

にほぼ全量を依存しております。そのため、世界的な政治・経済情勢等の変化による国際商品取引価格及び為替

変動による影響を受けやすい状況にあります。当社は、これらの燃料仕入価格の変動を迅速に販売価格に転嫁す

る方針でありますが、市場の状況によっては、販売価格に完全に転嫁できない場合があり、エネルギー事業の業績

は仕入価格の変動による影響を受ける可能性があります。
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ｃ．エネルギー事業業績の下期偏重について

エネルギー事業の売上高は、前述のとおり冬期間の燃料類の消費量に比例して増加いたします。これにより、エ

ネルギー事業の損益も上期（中間期）より下期に偏重する傾向があります。

なお、最近３連結会計年度のエネルギー事業の売上高等は、以下のとおりとなっております。

項目 決算期 上期（千円） 下期（千円） 通期（千円）

エネルギー事業

売上高

18年６月期 1,999,997 3,305,868 5,305,865

19年６月期 2,227,769 3,089,534 5,317,303

20年６月期 2,889,901 4,604,033 7,493,935

エネルギー事業

営業利益

18年６月期 53,018 366,115 419,133

19年６月期 17,755 263,747 281,502

20年６月期 △28,497 326,260 297,763

ｄ．競合する同業他社及び異種エネルギーとの競争激化について

ＬＰガス業界は、成熟した市場の特有現象として業界再編の渦中にあり、元売系・大手ディーラーが本業の卸

売り業務に加え直売志向を強め系列小売店を吸収しているため、同業他社とのシェア競争が激化しております。

今後更なる競争の進展で、同業者間での価格競争に移行する可能性があり、そのような状況となった場合、当社及

び当社の子会社においても顧客シェアの維持等の観点から、同様の値下げを行う可能性があり、一時的に業績を

悪化させる可能性があります。

　また、異種エネルギーにつきましても、電力ではオール電化住宅の新築率、ＩＨ設置率が増加傾向にあること、ま

た都市ガスでは天然ガス化が一巡し、熱効率性の面でＬＰガス自体の差別性が薄らいできたことなどにより、一

般消費者がより安全かつ安価で効率の良いエネルギーを選別・志向する流れに変化していく場合、これら異種エ

ネルギーに顧客シェアを奪われる可能性も否めず、ＬＰガスを供給する当社及び当社の子会社の業績を悪化させ

る可能性があります。

２．システム事業について

①収納代行預り金について

システム事業にてサービスを提供するビリングサービスでは、ウェルネット株式会社が事業者に代わり収納し

た代金を、分別管理されたウェルネット株式会社名義の預貯金口座に一時保管した後、所定の期日に事業者に送

金する仕組みとなっております。収納代行により一時保管する代金につきましては、連結貸借対照表上「現金及

び預金」（資産）及び「収納代行預り金」（負債）として両建計上しております。

なお、当該収納代行代金につきましては、事業者財産保護のために郵便貯金や金融機関の決済性預貯金口座に

おいてウェルネット株式会社自身の決済用資金と分別管理し、また貸倒リスク軽減のために契約に基づき事業者

に送金する際に手数料（売上）を相殺するスキームを採用しておりますが、ペイオフ等に関する金融行政の方針

が変更され、当該口座が預金保護の対象とならなくなった場合、収納代行代金の保管方法の変更や、売掛金の回収

方法変更等によりシステム事業の事業運営や業績に影響が生じる可能性があります。

②特定の取引先への依存等について

当連結会計年度（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）におけるウェルネット株式会社の売上高に占

めるＰＩＮオンライン販売サービス売上高の割合は88％となっており、ＰＩＮをオンライン販売するコンビニ数

社への依存度が高いと言えます。これらのコンビニとは契約を締結しており、現時点ではウェルネット株式会社

とコンビニ各社との関係は良好と認識しておりますが、将来的にこれらのコンビニが競合他社との契約に変更す

るなどの理由により、ウェルネット株式会社との契約を解除した場合、またシステム事業売上高において上位を

占める顧客の売上高が、何らかの事情により大きく減少する事態となった場合、システム事業の業績に影響を及

ぼす可能性があります。

③コンビニ業界のインフラへの依存について

ウェルネット株式会社の決済関連サービスは、ＡＴＭやネットバンキングにインフラを拡大してはいるもの

の、主にコンビニをインフラとして利用しております。

このうち、マルチペイメントサービスにつきましては、コンビニのマルチメディア端末や本システムに対応で

きるＰＯＳレジが導入されていることが前提条件となりますが、そのハードコストや維持管理コストはコンビニ

側に発生します。現在マルチメディア端末の取扱いについてはコンビニ各社によって対応が分かれております

が、今後マルチメディア端末を導入しているコンビニ各社が、同時期に端末自体の変更などのサービス提供方法

の変更を行った場合、これに対応するコストがウェルネット株式会社側に発生するなど、システム事業の業績に

影響を与える可能性があります。
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④システムトラブル及び事務リスクについて

システム事業においてシステムの停止は重大な問題となるため、ウェルネット株式会社は本社に設置したサー

バー設備及び通信回線の二重化並びに非常用電源の確保などによるシステム停止への対応や保守要員の24時間

常駐化など、様々な対策を立てております。

しかしながら、このような体制による管理にもかかわらず、自然災害や事故など不測の事態が起こった場合、及

び予測できない外部からの進入による不正行為が生じた場合、また役員や従業員の過誤操作が生じた場合、シス

テムの機能低下、誤作動、故障などの事態を招く可能性があり、システム事業の業績に影響を与える可能性があり

ます。

またシステム事業の業務は収納金等の金銭を扱う重要な業務であることから、事務リスクを回避するよう、そ

の管理は厳格に行われております。

しかしながら、このような厳格な管理体制にもかかわらず、役員や従業員の過誤等が生じた場合、ウェルネット

株式会社の信頼を損なう可能性があり、システム事業の業績に影響を与える可能性があります。

⑤外部環境について

ａ. 競合他社との競争激化について

決済サービス市場においては、今後の成長期待を背景として、決済サービスを提供する企業の競争が激しく

なっております。競争の激化は契約事業者の争奪や価格下落に繋がりますが、ウェルネット株式会社は顧客ニー

ズに対応した付加価値の高いサービスを提供することで優位性を確保し、価格競争を回避した上で顧客を獲得す

ることが可能と考えております。

しかしながら、更なる価格競争の激化により利益率の著しい低下を招くこと、あるいはビジネスモデルの優位

性が後退し、ユーザーにとって魅力的な決済手段を提供できないなどの理由により、こうしたウェルネット株式

会社の差別化戦略が予定どおりの成果を挙げることができない場合には、システム事業の業績に影響を及ぼす可

能性があります。

ｂ. 新決済サービスへの対応について

決済サービスにおきましては、ウェルネット株式会社が提供する以外で現在消費者に利用されているサービス

につきましても、将来的に提供することを検討していくとともに、顧客ニーズにマッチした新商品や新サービス

をスピーディーに開発し提供していくことで、優位性を維持していく所存であります。しかし、新しい決済サービ

スの提供や新商品・新サービスの開発・提供が決済サービスの環境変化に遅れをとった場合、システム事業の業

績に影響を及ぼす可能性があります。

ｃ. 電子商取引市場について

決済関連サービスは、ＢtoＣビジネスにおける消費者の利便性を高める決済手段として重要な役割を果たして

おります。昨今ＢtoＣ市場は拡大を続けており、中でもインターネットを介した電子商取引市場は拡大するものと

予想しております。しかしながら当該市場は歴史が浅く、今後利用に関する法的規制の強化等予測のつかない事

態が発生した場合、ウェルネット株式会社のシステムを利用するユーザーの減少に繋がり、システム事業の業績

に何らかの影響を与える可能性があります。

ｄ. 新規事業の創出・育成に係る投資ついて

システム事業が事業収益の成長スピードを維持していくためには、新規事業を創出・育成し新たな収益基盤を

確立する必要があります。そのために積極的に設備投資及び研究開発投資を行うことを計画しておりますが、こ

のサービスが当社の計画どおりに進捗せず十分な投資効果が得られないときは、当該サービスが陳腐化したり、

投資額が回収できず、システム事業の業績に影響を及ぼす可能性があります。

ｅ. 知的財産権について

システム事業の事業分野における知的財産権の状況を、適時、完全に把握することは困難であるため、確認の不

備や不測のトラブル等により、ウェルネット株式会社が第三者の知的財産権を侵害し、損害賠償請求または差し

止め請求を受ける可能性があります。

３．その他事業について

その他事業は、エネルギー事業及びシステム事業以外の事業すべてをこのセグメントに集約していることから、

新規事業も含まれてまいります。このため、新規事業については思惑どおりに立ち上がらなかった場合、グループの

利益計画に影響を与える可能性があります。

４．個人情報の管理について
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当社グループは各種業務を行うに際し、顧客の個人情報を保有することがあります。また、今後も個人情報の増加

も予想されますが、個人情報の取扱いについては、当社においてはプライバシーマークを、ウェルネット株式会社に

おいてはプライバシーマーク及び情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）を取得し、これに準じて社

内管理体制を整備し、情報管理への意識を高めております。

これらの対策により個人情報が漏洩する可能性は極めて低いと考えておりますが、何らかの原因により情報の外

部流出が発生した場合には、損害賠償請求を受けたり、社会的信用が失墜することなどにより、当社グループの業績

に影響を与える可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

　ウェルネット株式会社（連結子会社）は、下記のとおり重要な契約を締結しております。

（ＰＩＮオンライン販売に関する契約）

契約締結先 契約締結日 契約内容

㈱サークルＫサンクス

グレートインフォメーション㈱

（注）１、２

平成17年10月１日 ＰＩＮオンライン販売に関する商品取引基本契約

㈱サークルＫサンクス

㈱テレパーク

（注）１、２

平成17年10月１日 ＰＩＮオンライン販売に関する商品取引基本契約

（注）１．当契約は三社間契約となっております。

２．当契約の契約期間に関しましては、全て一定年数経過以降、双方ともに解約又は変更の意思表示が無い場合

は、１年間の自動更新となっております。
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６【研究開発活動】

　当社グループは、主にシステム事業において新サービスによる事業展開のための研究開発を進めております。

　当連結会計年度における各セグメント別研究目的及び研究開発費は次のとおりであり、研究開発費の総額は9,104

千円となっております。

(1) エネルギー事業

　該当事項はありません。

(2) システム事業

　当連結会計年度においては、決済関連サービスに付随するサービスの開発に取組み、ワンストッププラットホーム

の更なる高付加価値化を図りました。前連結会計年度においてケータイチケットサービスのプラットホーム開発を

中心とした集中的な研究開発投資を終えたため、当連結会計年度における研究開発費は、前連結会計年度に比べ

181,970千円減少し、9,104千円となりました。

(3) その他事業

　該当事項はありません。

７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年９月30日）現在において当社グループが判断

したものであります。 

（1）当連結会計年度の経営成績の分析 

　当連結会計年度の経営成績に影響を与えた事項につきましては、１　業績等の概要　（１）業績　をご参照くださ

い。

（2）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①財政状態

当連結会計年度末における財政状態は、以下のとおりとなっております。

流動資産は、前連結会計年度末に対し3,547百万円増加し11,857百万円となりました。これは主に収納代行預り金

の増加に伴う現金及び預金の増加によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に対し974百万円増加し5,160百万円となりました。これは主に、新規連結子会社の

増加に伴うのれんの計上及び設備投資によるものであります。

流動負債は、前連結会計年度末に対し4,151百万円増加し11,040百万円となりました。これは主に短期借入金残高

の増加及び収納代行預り金期末残高の増加によるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に対し139百万円増加し1,324百万円となりました。これは主に新規連結子会社の増

加によるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に対し230百万円増加し4,651百万円となりました。これは主に当期純利益による利益

剰余金の増加、少数株主持分の増加及び自己株式の増加によるものであります。

②キャッシュ・フローについて

当社グループにおける営業活動によるキャッシュ・フローには、収納代行預り金の増加額（減少額）が含まれて

おります。これは、システム事業において収納代行により一時保管が発生する代金であり、現行の会計基準におきま

しては営業活動によるキャッシュ・フローとして表示する以外の適当な方法がないためであります。

この収納代行預り金は、決済の仕組み上発生するものであり、クライアント企業の決済日変更などにより期末残

高が増減することがありますが、当社グループの業績に対し直接的な影響を与えるものではありません。仮に収納

代行預り金の増加額（減少額）を除外した場合の営業活動によるキャッシュ・フローは、以下のとおりでありま

す。

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
577,490 782,494 1,194,011 706,975 446,104

（3）経営者の問題認識と今後の方針について
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当社グループは、平成19年６月期を初年度とし平成21年６月期が最終期となる３ヵ年中期経営計画を策定してお

ります。

エネルギー事業は、事業基盤強化を目標として、Ｍ＆Ａに注力した顧客数の増加及びＬＰガス供給体制の保安水

準の維持向上に取り組み、順調に推移進展しております。一方でエネルギー事業をとりまく経営環境は中期経営計

画策定時から急激に変化しております。ガス業界では川上での元売り統合化が進展し、卸販売機能のリストラを含

めたコスト節減を図り、目標とする直売までの一気通貫志向を一層鮮明にしてきております。このため小売事業者

の争奪は激化し、加速する業界再編の流れに埋没する危険性を内包しております。また、仕入価格の異常な高騰で消

費者の節約志向が一層強まり、単位消費量の減少が常態化しております。

これら環境の激変に対し、当社グループはエネルギー事業のオペレーションに注力するために基本方針を見直し

することといたしました。今後はエネルギー及びシステムの両事業に経営リソースを集中し、それぞれの継続的な

成長でグループ価値の増大を図ってまいります。

システム事業は更なる成長のためのスキームの開発による新たなサービスの提供とデファクト化を目指してお

り、新しいビジネスモデルとしてのケータイチケットサービスの本格的な稼動に向けての準備と、今後の収益獲得

に向けた環境整備を進めております。

その他事業は、基本方針の変更を受け、従来目標としておりましたグループ収益構造の転換を目的とする第３の

柱作りは暫時停止するとともに、抜本的に既存事業を見直してまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において当社グループは、同業他社に対する競争力を高め、また経営資源の集中化や煩雑化する業

務の合理化のために設備投資を行っております。当連結会計年度の設備投資の総額699,801千円（有形及び無形固定

資産の取得価額を基準とし、消費税等は含んでおりません。）の内訳は、次のとおりです。

　 　 当連結会計年度 　 前年同期比

エネルギー事業 　 599,366 千円 　 115.9 ％

システム事業 　 103,950 千円 　 76.7 ％

その他事業 　 － 千円 　 － ％

計 　 703,316 千円 　 107.4 ％

消去又は全社 　 △3,514 千円 　 － ％

合計 　 699,801 千円 　 107.0 ％

　当連結会計年度は、各セグメントとも投資内容を厳選し、投資しております。

　エネルギー事業においては、ＬＰガス顧客の増大に対応すべくガス供給のための配管設備取得に579,225千円など

の設備投資を行っております。

　システム事業においては、サーバー設備の購入等47,688千円、サーバー用ソフトウェアの購入31,936千円などの設

備投資を行っております。

　また所要資金は、自己資金及びデット・ファイナンスによっております。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。
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２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

　 平成20年６月30日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

本社

（札幌市中央区）
全社統括業務

本社

オフィス
233 －

－

(－)
1,146 1,379 10

ガスコープいちたか支店

（北海道北斗市）
エネルギー事業

販売施設

ＬＰガス充填設

備

59,962 1,663
44,025

(3,305.78)
672 106,324 26

白石営業所

（札幌市白石区）

エネルギー事業

その他事業
販売施設 1,963 －

－

(－)
968 2,932 46

西営業所

（札幌市手稲区）
エネルギー事業

販売施設

灯油貯蔵設備
1,320 10

74,767

(1,157.40)
71 76,169 10

江別営業所

（北海道江別市）
エネルギー事業

販売施設

灯油貯蔵設備
5,980 182

55,300

(1,596.86)
7 61,470 13

南営業所

（札幌市清田区）
エネルギー事業

販売施設

灯油貯蔵設備
2,419 41

45,540

(835.00)
－ 48,000 15

東営業所

（札幌市白石区）
エネルギー事業

販売施設

灯油貯蔵設備
16,320 2

26,436

(751.03)
－ 42,758 14

広島営業所

（北海道北広島市）
エネルギー事業

販売施設

灯油貯蔵設備
976 85

7,040

(291.00)
－ 8,101 1

北営業所

（札幌市東区）
エネルギー事業 販売施設 37,274 －

74,636

(990.87)
36 111,947 2

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具、器具及び備品であります。

なお、金額には消費税等を含めておりません。

２．上記の他、主要な賃借設備として、以下のものがあります。

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容
建物

（面積㎡）

年間賃借料及
びリース料
（千円）

株式会社一髙たかはし
本社

（札幌市中央区）
全社統括業務 本社オフィス 229.55 6,132

株式会社一髙たかはし
白石営業所

（札幌市白石区）

エネルギー事業

その他事業
販売施設 448.95 6,561

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容 台数（台）
年間賃借料及
びリース料
（千円）

株式会社一髙たかはし
江別営業所他

（北海道江別市）
エネルギー事業

輸送機器

（機器リース）
9 7,251

(2）国内子会社

　 平成20年６月30日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

ウェルネット㈱

本社

（札幌市厚別

区）

システム事業
総合業務施

設
166,280 328

136,266

(9,699.00)
244,375 547,250 55

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具、器具及び備品であります。

なお、金額には消費税等を含めておりません。

２．ウェルネット株式会社の本社社屋の一部は、連結会社以外の会社へ賃貸しております。
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３．上記の他、主要な賃借設備として、以下のものがあります。

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容
従業員数
（人）

建物
（面積㎡）

年間賃借料及び
リース料（千円）

ウェルネット㈱

東京オフィス

（東京都千代田

区）

システム事業
営業施設

（賃借）
9 193.30 17,540

(3）在外子会社

　在外子会社が無いため、該当する事項はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度末における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

投資予定金額
資金調
達方法

着手及び完了
予定年月 完成後の

増加能力総額
(千円)

既支払額
(千円) 着手 完了

ウェルネッ
ト㈱

本社
（札幌市厚
別区）

システム
事業

基幹シス
テム関連
設備

355,147 － 自己資金
平成20年
７月

平成21年
６月　

－　

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　なお、前連結会計年度末に計画しておりました設備計画のうち、当連結会計年度に完了したものは、次のとお

りであります。

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容
投資金額
（千円）

完了年月
完成後の
増加能力

ウェルネット㈱
本社

（札幌市厚別区）

基幹システム

関連設備
95,988 平成20年６月 －

(2）重要な設備の改修

　該当事項はありません。

(3）重要な設備の売却

　該当事項はありません。

(4）重要な設備の除却

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 56,000,000

計 56,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年９月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,148,920 15,148,920 ジャスダック証券取引所 －

計 15,148,920 15,148,920 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成20年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成15年９月26日定時株主総会決議

　
事業年度末現在

（平成20年６月30日）
提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の数（個） 164 164

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）５　　　328,000 （注）５　　　328,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２、５ 　 　288 （注）２、５ 　 　288

新株予約権の行使期間
平成17年10月１日から

平成21年９月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格(注)５　　288

資本組入額(注)５　144

発行価格(注)５　　288

資本組入額(注)５　144

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．当社普通株式につき株式の分割または併合が行われる場合には、付与されるべき株式数は当該株式の分割

または併合の比率に応じて比例的に調整されるものとし、調整の結果生じた単元未満の株式数は、これを

切り捨てる。

２．新株予約権発行日後、当社普通株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

３．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1) 各新株予約権の一部行使は認められない。 

(2) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において、当社または当社の子会社・関連会社の取締役

または従業員たる地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会決

議において正当な理由があると認めた場合にはこの限りではない。

(3) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使できないものとする。

４．新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

５．平成18年５月10日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成18年７月１日付をもって普通株式１株を２株

に分割しており、それに伴い目的となる株式数及び権利行使金額を調整しております。
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②　平成16年９月29日定時株主総会決議

　
事業年度末現在

（平成20年６月30日）
提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の数（個） 239 239

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）５　　　478,000 （注）５　　　478,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２、５　　　360 （注）２、５　　　360

新株予約権の行使期間
平成18年10月１日から

平成22年９月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格(注)５　　360

資本組入額(注)５　180

発行価格(注)５　　360

資本組入額(注)５　180

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．当社普通株式につき株式の分割または併合が行われる場合には、付与されるべき株式数は当該株式の分割

または併合の比率に応じて比例的に調整されるものとし、調整の結果生じた単元未満の株式数は、これを

切り捨てる。

２．新株予約権発行日後、当社普通株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

３．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1) 各新株予約権の一部行使は認められない。 

(2) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において、当社または当社の子会社・関連会社の取締役

または従業員たる地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会決

議において正当な理由があると認めた場合にはこの限りではない。

(3) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使できないものとする。

４．新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

５．平成18年５月10日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成18年７月１日付をもって普通株式１株を２株

に分割しており、それに伴い目的となる株式数及び権利行使金額を調整しております。

③　平成17年９月29日定時株主総会決議

　
事業年度末現在

（平成20年６月30日）
提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の数（個） 200 200

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）５　　　400,000 （注）５　　　400,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２、５　　　568 （注）２、５　　　568

新株予約権の行使期間
平成19年10月１日から

平成23年９月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格(注)５　　568

資本組入額(注)５　284

発行価格(注)５　　568

資本組入額(注)５　284

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左
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事業年度末現在

（平成20年６月30日）
提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．当社普通株式につき株式の分割または併合が行われる場合には、付与されるべき株式数は当該株式の分割

または併合の比率に応じて比例的に調整されるものとし、調整の結果生じた単元未満の株式数は、これを

切り捨てる。

２．新株予約権発行日後、当社普通株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

３．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1) 各新株予約権の一部行使は認められない。 

(2) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において、当社または当社の子会社・関連会社の役員ま

たは従業員たる地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会決議

において正当な理由があると認めた場合にはこの限りではない。

(3) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使できないものとする。

４．新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

５．平成18年５月10日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成18年７月１日付をもって普通株式１株を２株

に分割しており、それに伴い目的となる株式数及び権利行使金額を調整しております。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成15年７月１日

～平成16年６月30日

（注）１

315,000 7,488,460 28,980 451,665 29,241 441,376

平成17年７月１日

～平成18年６月30日

（注）２

86,000 7,574,460 24,768 476,433 24,682 466,058

平成18年７月１日

（注）３
7,574,460 15,148,920 － 476,433 － 466,058

　（注）１．第３回無担保新株引受権付社債の新株引受権の権利行使

発行価格　       183円

資本組入額　      92円

２．新株予約権の権利行使

発行価格　       575円

資本組入額　     288円

３．株式分割（１：２）

（５）【所有者別状況】

　 平成20年６月30日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 11 9 21 3 2 851 897 －

所有株式数

（単元）
－ 2,130 145 1,852 1,017 22 9,977 15,143 5,920

所有株式数の

割合（％）
－ 14.07 0.96 12.23 6.71 0.15 65.88 100.00 －

（注）　自己株式1,372,161株は、「個人その他」に1,372単元及び「単元未満株式の状況」に161株を含めて記載しており

ます。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

東京中小企業投資育成株式会

社
東京都渋谷区渋谷３丁目29番22号 1,180 7.79

髙橋　雄一郎 札幌市清田区 1,006 6.64

柳本　孝志 札幌市清田区 757 4.99

髙橋　雅行 北海道北広島市 746 4.92

ステート　ストリート　バンク

アンド　トラスト　カンパニー

　５０５１０４

（常任代理人　株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHU

SETTS 02101 U.S.A

（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

685 4.52

髙橋　秀行 札幌市清田区 567 3.74

上戸　敦 札幌市厚別区 513 3.39

株式会社北海道銀行 札幌市中央区大通西４丁目１番地 420 2.77

株式会社北洋銀行 札幌市中央区大通西３丁目11番地 420 2.77

横川　キワム 東京都目黒区 400 2.64

計 － 6,696 44.21

　（注）１．上記のほか、自己株式が1,372千株あります。

　　　　２．前事業年度末現在主要株主であった髙橋雄一郎氏は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

1,372,000
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

13,771,000
13,771 －

単元未満株式
普通株式

5,920
－ －

発行済株式総数 15,148,920 － －

総株主の議決権 － 13,771 －

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在
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所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社一髙たか

はし

札幌市中央区大通

西10丁目４番16号

ダンロップＳＫビ

ル４階

1,372,000 － 1,372,000 9.06

計 － 1,372,000 － 1,372,000 9.06

（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定

に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。

（平成15年９月26日定時株主総会決議）

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役及び従業員に対し新株予約権を付与するこ

とを、平成15年９月26日の第44回定時株主総会において決議されたものであります。

決議年月日 平成15年９月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役５名及び従業員７名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－

（平成16年９月29日定時株主総会決議）

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社ならびに当社子会社の役員及び従業員に対し新株予

約権を付与することを、平成16年９月29日の第45回定時株主総会において決議されたものであります。

決議年月日 平成16年９月29日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社ならびに当社子会社の役員４名及び、当社ならびに当社子

会社の従業員37名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－

（平成17年９月29日定時株主総会決議）

EDINET提出書類

株式会社一髙たかはし(E03411)

有価証券報告書

 30/105



　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社ならびに当社子会社の役員及び従業員に対し新株予

約権を付与することを、平成17年９月29日の第46回定時株主総会において決議されたものであります。

決議年月日 平成17年９月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役４名及び従業員２名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得
（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成19年12月17日）での決議状況

（取得期間　平成19年12月18日）
1,000,000 222,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 1,000,000 222,000,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） － －

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行つた取得自己株式 － － － －

消却の処分を行つた取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行つ

た取得自己株式
－ － － －

そ　の　他 － － － －

保有自己株式数 1,372,161 － 1,372,161 －
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３【配当政策】

　当社は、配当を株主に対する重要な責務として認識しております。各期の配当につきましては、事業の継続並びに

発展に必要な内部留保等を勘案して株主配当を決定しております。

　当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会であります。

　このような方針に基づき、当事業年度におきましては１株当たり５円50銭の配当を実施することを決定しました。

この結果、配当性向は33.5％となりました。

　内部留保資金につきましては、主としてエネルギー顧客数の拡大に向けた設備のための投資資金に充当し、今後も

事業発展に努め、経営効率の向上並びに内部留保の充実を図り、安定配当の継続に努めてまいります。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年12月31日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定め

ております。

　なお、第49期の中間配当は実施しておりません。

　また、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

平成20年９月29日

定時株主総会決議
75,772 5.50

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月

最高（円） 1,500 1,450
1,270

□509
503 320

最低（円） 265 635
664

□509
277 162

　（注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。

２．□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 212 180 181 186 199 205

最低（円） 170 165 162 168 172 183

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社

長
　 上戸　敦 昭和30年９月２日生

昭和48年４月 松下鈴木㈱入社

昭和53年９月 カネヒ海苔㈱入社

昭和60年９月 オタフクソース㈱入社

平成９年５月 当社入社

平成10年９月 当社取締役就任

平成11年７月 ユースガス㈱取締役就任

平成12年７月 当社営業本部長

平成13年７月 当社新規事業部長

平成14年８月 朝日設備㈱代表取締役社長就任

平成15年９月 当社常務取締役就任

平成17年９月 当社専務取締役就任

平成18年７月 当社代表取締役社長就任（現任）

（注）

３ 
513,800

取締役会長  
髙橋　雄一郎

（注）１
昭和20年12月４日生

昭和46年４月 壷山建設㈱入社

昭和52年９月 当社入社

昭和55年３月 当社燃料部部長補佐

昭和55年６月 当社取締役就任

昭和57年４月 当社常務取締役就任

昭和59年４月 当社取締役副社長就任

昭和61年６月 当社代表取締役副社長就任

昭和63年６月 当社代表取締役社長就任

平成11年７月 ㈱プリフォーム取締役就任

平成11年７月 ユースガス㈱代表取締役社長就任

平成14年８月 朝日設備㈱取締役就任

平成16年４月 ㈱エネアージ取締役就任（現任）

平成16年９月 ユニガスＬＬＣ取締役就任（現

任）

平成18年７月 当社取締役会長就任（現任）

（注）

３ 
1,006,204

取締役 管理部門担当 小島　敬一 昭和25年５月22日生

昭和49年３月 新山観光㈱入社

昭和59年１月 ㈱鹿鳴春入社

平成12年９月 当社常勤監査役就任

平成14年８月 朝日設備㈱監査役就任

平成14年９月 ㈱プリフォーム監査役就任

平成15年９月 当社取締役就任（現任）

平成16年９月 ユニガスＬＬＣ取締役就任（現

任）

平成17年９月 ウェルネット㈱監査役就任（現

任）

平成19年５月 ㈱アイトリート取締役就任（現

任）

（注）

３
104,000
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 営業部門担当 岩崎　亮 昭和27年２月７日生

昭和50年４月 岩谷産業㈱入社

平成３年３月 ㈱ガスコープ専務取締役就任

平成16年１月 当社入社

平成16年１月 執行役員ガスコープいちたか支店

長

平成17年１月 ㈱〆の一髙野商店取締役就任

平成17年８月 ㈱中浜商店取締役就任

平成17年９月 ㈱〆の一髙野商店代表取締役就任

平成17年９月 ㈱中浜商店代表取締役就任

平成17年９月 当社取締役就任（現任）

平成18年５月 ㈱丸佐佐藤燃料（現㈱ガスコープ

いちたか）代表取締役就任（現

任）

（注）

３
63,000

取締役 　 柳本　孝志 昭和28年３月８日生

昭和46年４月 サンヨーゴム㈱入社

昭和57年10月 当社入社

平成４年６月 当社取締役就任（現任）

平成８年９月 ウェルネット㈱代表取締役社長就

任（現任）

平成９年６月 当社常務取締役就任

平成11年７月 ㈱プリフォーム監査役就任

平成12年７月 当社管理本部長

平成14年８月 朝日設備㈱取締役就任

（注）

３
757,224

常勤監査役 　
髙橋　雅行

（注）１
昭和23年１月２日生

昭和46年４月 ㈱ヤナセ入社

昭和52年３月 当社入社

昭和55年３月 当社総務部長

昭和55年６月 当社取締役就任

昭和57年４月 当社常務取締役就任

平成９年６月 当社専務取締役就任

平成11年７月 ㈱プリフォーム代表取締役社長就

任

平成12年７月 当社業務部長

平成14年８月 朝日設備㈱取締役就任

平成15年９月 ウェルネット㈱取締役就任

平成17年１月 ㈱〆の一髙野商店取締役就任

平成17年８月 ㈱中浜商店代表取締役就任

平成17年９月 当社監査役就任（現任）

（注）

２
746,020

監査役  板垣　守恭 昭和20年５月22日生

昭和43年４月 ㈱三和商会入社

昭和60年11月 ㈱三和商会代表取締役社長就任

（現任）

平成11年９月 当社監査役就任（現任）

（注）

４
－

    計 　 3,190,248

　（注）１．常勤監査役髙橋雅行は、取締役会長髙橋雄一郎の実弟であります。

２．平成17年９月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

３．平成19年９月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間。

４．平成19年９月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、当社の事業領域及び企業規模に即した経営管理

組織を構築することで、経営の健全化・効率化を推進し、株主価値の最大化を目指していくことにあります。

　当社では、事業環境の変化にすばやく対応するために、迅速で的確な経営判断を行うことができるよう、少数に

て精鋭なる管理組織で経営をカバーすることを原則としております。具体的には、取締役の人数を適正に保ち、十

分な議論を行い的確かつ迅速な意思決定ができる体制を整えております。また当社では、監査役による監査役協

議会を組織しており、当社グループの事業に精通した社内監査役により業務監査が行われ、取締役会の意思決定

の妥当性と透明性の向上を図るため、社外監査役による監査が行われております。

　当社の取締役は、当社子会社の取締役または監査役を兼務しており、各社グループ企業の意思決定や業務執行状

況を把握しやすくしております。

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況及び内部管理体制の整備・運用状況）

１．会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

①　会社の機関の内容

　上記の方針に基づき、取締役会は５名の取締役で構成し、毎月定例で開催する取締役会で当社の重要な意思決

定を行っております。意思決定にあたっては十分な議論・検討が行われており、また業務運営上の重要な報告

も適切に行われておりますので、取締役の業務執行に対する監督機能は確保されております。緊急を要する案

件につきましては、臨時取締役会を適宜開催しております。なお、社外取締役は選任しておりません。

　当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役１名及び社外監査役１名で監査役協議会を組織し、運営してお

ります。監査役協議会は毎月１回開催し、監査方針に基づき役割分担を定め、組織的かつ効率的な監査役監査を

実施しております。

　経営会議は取締役及び部門責任者で構成され、毎月定例で開催し、業務の進捗状況の確認、分析及び具体的対

策を検討しております。

　なお、平成20年６月30日現在の当社の経営組織及びコーポレート・ガバナンス体制の組織図は次のとおりで

あります。

②　内部統制システムの整備の状況

　営業、業務、管理の各部門から構成される現行組織体制の中で、社内業務全般にわたる諸規程を整備し、職務分

掌・権限を明確にすることで、部門間及び部門内での内部牽制が機能しております。グループ各社に対しては、

関係会社管理規程に基づいた統制を実施しております。また社内諸規程は法令及び社内組織の改正等に応じ

て、主管部門が一定の手続を経て改正を行うとともに、周知・徹底を図っております。さらに内部統制システム

の牽制機能検証のため、社長の指名により任命された社員を内部監査責任者とし、被監査部署に応じ適宜他部
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署からメンバーを加えた人員２～３名で構成される内部監査委員会を設置し、計画的に内部監査を実施してお

ります。

③　リスク管理体制の整備の状況

　各部門業務の中で起こりうるリスクの洗い出しを行い、特定されたリスクに対しては社内研修・勉強会の実

施により未然防止に努めております。組織的な対応を必要とするリスクに対してはリスク管理委員会が対応マ

ニュアルを作成し、会社に与える損害を極小にすべくリスク管理体制を整備・運営しております。

　また当社及び当社子会社のウェルネット株式会社では、個人情報保護徹底のために、平成14年にプライバシー

マークを取得しております。個人情報を含めた重要な情報に対し担当役員を責任者に、また組織横断的な社員

で構成される事務局を設置し、情報管理体制を整備・運営しております。

④　内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

　内部監査につきましては、監査役と連係し経営の健全化・効率化のモニタリング及びコンプライアンスの状

況を把握する観点から、各部門の業務実施状況及びグループ各社への内部監査を定期的に実施しております。

　監査役監査につきましては、取締役会・経営会議などの重要な会議への出席、重要な文書の閲覧、業務執行状

況の聴取などを通じて、取締役の職務執行状況を監査しております。また取締役から定例的に会計に関する報

告を求めるほか、定期的に監査法人との情報交換を行っております。加えて内部監査委員会及び子会社監査役

との連携を深めるなど、監査品質の向上に努めております。

　会計監査は、創研合同監査法人に依頼し定期的な監査を受けているほか、会計上の課題に関しては個別に相談

及び指導を受け会計の透明性・正確性の確保に努めており、その他顧問弁護士に対しても個別案件についてア

ドバイスを受けており、コンプライアンスを確保しております。

　なお、当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名等は次のとおりです。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属監査法人

佐野　芳孝 創研合同監査法人

島貫　幸治 創研合同監査法人

（注）1.上記のうち、佐野芳孝氏の継続監査年数は８年となっております。なお、同監査法人は公認会計士法上

の規制開始に先立ち自主的に業務執行社員の交代制度を導入しており、同監査法人において策定された

計画に基づいて交替する予定となっております。

　　　2.監査業務に関わる補助者は、公認会計士３名、会計士補２名であります。

２．会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　社外監査役につきましては、当社と資本関係、人的関係及び取引関係はありません。

３．役員報酬及び監査報酬

　当社の役員報酬及び監査報酬の内容は以下のとおりです。

役員報酬：取締役の報酬 96,564千円

 監査役の報酬 8,760千円

 （うち社外監査役の報酬） （360千円）

監査報酬：公認会計士法第２条第１項に規定

する業務に基づく報酬

9,600千円

 上記以外の業務に基づく報酬 2,000千円

４．取締役の定数

　当社の取締役の定数は７名以内とする旨定款に定めております。

５．株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。

６．株主総会決議事項を取締役会で決議することができるとした事項及びその理由
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①　自己株式の取得

　当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行する

ことを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己

の株式を取得することができる旨定款に定めております。

②　中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって

毎年12月31日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年７月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年７月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第48期事業年度（平成18年７月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

49期事業年度（平成19年７月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

(1）当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年７月１日から平成19年６月30日ま

で）の連結財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成

19年７月１日から平成20年６月30日まで）の連結財務諸表について、創研合同監査法人により監査を受けておりま

す。

(2）当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第48期事業年度（平成18年７月１日から平成19年６月30日ま

で）の財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第49期事業年度（平成19年

７月１日から平成20年６月30日まで）の財務諸表について、創研合同監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年６月30日）
当連結会計年度

（平成20年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金 ※３  6,170,967   9,491,474  

２．受取手形及び売掛金 ※４  1,769,126   1,929,778  

３．たな卸資産   266,804   350,403  

４．繰延税金資産   40,283   19,622  

５．その他   85,953   92,523  

貸倒引当金   △23,825   △26,801  

流動資産合計   8,309,309 66.5  11,857,001 69.7

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※２ 764,665   965,573   

減価償却累計額  276,467 488,198  435,348 530,224  

(2）機械装置及び運搬具  68,413   103,828   

減価償却累計額  60,994 7,418  93,561 10,266  

(3）供給設備  2,643,336   3,224,964   

減価償却累計額  1,403,410 1,239,926  1,614,681 1,610,283  

(4）土地 ※２  685,070   726,558  

(5）建設仮勘定   89,734   63,081  

(6）その他  589,264   680,557   

減価償却累計額  320,005 269,258  423,595 256,962  

有形固定資産合計   2,779,607 22.2  3,197,377 18.8

２．無形固定資産        

(1）のれん   176,471   775,343  

(2）その他   186,047   168,766  

無形固定資産合計   362,518 2.9  944,110 5.5

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  242,713   242,388  

(2）関係会社出資金   149,419   123,461  

(3）破産更生債権等   －   71,206  

(4）長期貸付金   435   －  

(5）長期定期預金   300,000   300,000  

(6）繰延税金資産   252,194   211,118  

(7）その他   99,154   140,885  

　貸倒引当金   －   △70,298  

投資その他の資産合計   1,043,916 8.4  1,018,761 6.0

固定資産合計   4,186,042 33.5  5,160,250 30.3

資産合計   12,495,351 100.0  17,017,251 100.0
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前連結会計年度

（平成19年６月30日）
当連結会計年度

（平成20年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金 ※４  2,275,502   2,248,902  

２．短期借入金 ※２  514,995   1,862,661  

３．一年以内償還予定の社
債

  －   50,000  

４．未払金   212,242   173,111  

５．未払役員賞与   －   10,000  

６．未払法人税等   299,118   76,705  

７．収納代行預り金 ※３  3,495,604   6,459,946  

８．賞与引当金   33,162   5,236  

９．債務保証損失引当金   －   12,217  

10．その他   58,616   142,189  

流動負債合計   6,889,241 55.1  11,040,969 64.9

Ⅱ　固定負債        

１．社債   －   50,000  

２．長期借入金 ※２  911,285   1,020,073  

３．繰延税金負債   －   12,990  

４．退職給付引当金   121,428   110,567  

５．役員退職慰労引当金   67,272   67,272  

６．匿名組合損失未払金   16,074   1,711  

７．その他   68,841   61,697  

固定負債合計   1,184,902 9.5  1,324,312 7.8

負債合計   8,074,143 64.6  12,365,282 72.7

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

　１．資本金   476,433 3.8  476,433 2.8

　２．資本剰余金   466,058 3.7  466,058 2.7

　３．利益剰余金   2,494,295 20.0  2,727,941 16.0

　４．自己株式   △123,988 △1.0  △345,988 △2.0

　　　株主資本合計   3,312,799 26.5  3,324,445 19.5

Ⅱ　評価・換算差額等        

　１．その他有価証券評価
　差額金 

  2,369 0.0  659 0.0

　２．為替換算調整勘定   15,356 0.1  △9,036 △0.1

　　　評価・換算差額等合計   17,725 0.1  △8,377 △0.1

Ⅲ　少数株主持分   1,090,682 8.8  1,335,901 7.9

純資産合計   4,421,207 35.4  4,651,969 27.3

負債純資産合計   12,495,351 100.0  17,017,251 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   26,128,209 100.0  32,595,703 100.0

Ⅱ　売上原価   22,558,533 86.3  28,494,864 87.4

売上総利益   3,569,675 13.7  4,100,838 12.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．役員報酬  174,239   204,330   

２．役員賞与  －   10,000   

３．給与手当  851,765   1,045,762   

４．賞与引当金繰入額  33,162   5,236   

５．賃借料  207,118   254,600   

６．減価償却費  217,287   277,110   

７．貸倒引当金繰入額  13,636   7,254   

８．のれん償却額  121,861   156,482   

９．その他 ※１ 1,362,227 2,981,297 11.4 1,296,836 3,257,613 10.0

営業利益   588,377 2.3  843,224 2.6

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  3,880   7,664   

２．受取配当金  271   200   

３．持分法による投資利益  1,812   －   

４．賃貸収入  36,070   42,173   

５．保険配当金  1,573   1,905   

６．匿名組合投資利益  11,623   14,362   

７．その他  10,365 65,597 0.2 33,668 99,974 0.3

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  16,050   31,704   

２．持分法による投資損失  －   1,564   

３．株式交付費  4,360   475   

４．賃貸原価  13,715   15,359   

５．その他  8,143 42,271 0.2 12,932 62,037 0.2

経常利益   611,704 2.3  881,162 2.7

 

EDINET提出書類

株式会社一髙たかはし(E03411)

有価証券報告書

 42/105



  
前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※２ 701,857   41,522   

２．関係会社株式売却益 　 103,043   158,929   

３．投資有価証券売却益 　 270 805,171 3.1 － 200,451 0.6

Ⅶ　特別損失        

１．役員退職慰労金  －   400   

２．固定資産売却損 ※３ 1,357   83   

３．固定資産除却損 ※４ 142,123   20,277   

４．投資有価証券評価損  103,000   －   

５．たな卸資産評価損  －   35,815   

６．前期損益修正損  －   9,264   

７．債務保証損失  －   7,272   

８．貸倒引当金繰入額  －   70,298   

９．債務保証損失引当金繰
入額

 －   12,217   

10．厚生年金基金脱退特別
掛金

 35,948   －   

11．事業所移転費用  6,626 289,055 1.1 － 155,629 0.5

税金等調整前当期純利
益

  1,127,820 4.3  925,984 2.8

法人税、住民税及び事業
税

 564,133   356,634   

法人税等調整額  △65,166 498,966 1.9 82,831 439,465 1.3

少数株主利益（控除）   68,355 0.3  161,129 0.5

当期純利益   560,498 2.1  325,389 1.0
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年６月30日　残高

（千円）
476,433 466,058 2,013,192 △966 2,954,717

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △75,736  △75,736

連結子会社の持分変動

に伴う減少高
  △3,658  △3,658

当期純利益   560,498  560,498

自己株式の取得    △123,022 △123,022

株主資本以外の項目の

連結会計年度中の変動

額（純額）

     

連結会計年度中の変動額

合計　　　　　（千円）
－ － 481,103 △123,022 358,081

平成19年６月30日　残高

（千円）
476,433 466,058 2,494,295 △123,988 3,312,799

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年６月30日　残高

（千円）
1,829 13,258 15,088 993,772 3,963,578

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当     △75,736

連結子会社の持分変動

に伴う減少高
    △3,658

当期純利益     560,498

自己株式の取得     △123,022

株主資本以外の項目の

連結会計年度中の変動

額（純額）

539 2,098 2,637 96,910 99,548

連結会計年度中の変動額

合計　　　　　（千円）
539 2,098 2,637 96,910 457,629

平成19年６月30日　残高

（千円）
2,369 15,356 17,725 1,090,682 4,421,207

当連結会計年度（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年６月30日　残高

（千円）
476,433 466,058 2,494,295 △123,988 3,312,799

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △81,272  △81,272

連結子会社の持分変動

に伴う減少高
  △10,471  △10,471

当期純利益   325,389  325,389

自己株式の取得    △222,000 △222,000

株主資本以外の項目の

連結会計年度中の変動

額（純額）

     

連結会計年度中の変動額

合計　　　　　（千円）
－ － 233,645 △222,000 11,645

平成20年６月30日　残高

（千円）
476,433 466,058 2,727,941 △345,988 3,324,445
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評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年６月30日　残高

（千円）
2,369 15,356 17,725 1,090,682 4,421,207

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当     △81,272

連結子会社の持分変動

に伴う減少高
    △10,471

当期純利益     325,389

自己株式の取得     △222,000

株主資本以外の項目の

連結会計年度中の変動

額（純額）

△1,710 △24,393 △26,103 245,218 219,115

連結会計年度中の変動額

合計　　　　　（千円）
△1,710 △24,393 △26,103 245,218 230,761

平成20年６月30日　残高

（千円）
659 △9,036 △8,377 1,335,901 4,651,969
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  1,127,820 925,984

減価償却費  338,266 404,812

のれん償却額  121,861 156,482

貸倒引当金の増加額  4,475 68,865

債務保証損失引当金の増加額  － 12,217

賞与引当金の減少額  △17,892 △29,419

退職給付引当金の増加額（減少
額）

 4,519 △10,860

受取利息及び受取配当金  △4,151 △7,865

支払利息  16,050 31,704

持分法による投資利益  △1,812 －

持分法による投資損失  － 1,564

債務保証損失  － 7,272

株式交付費  364 475

投資有価証券売却益  △270 －

投資有価証券評価損  103,000 －

たな卸資産評価損  － 35,815

関係会社株式売却益  △103,043 △158,929

有形固定資産除却損  142,123 3,668

無形固定資産除却損  － 16,608

有形固定資産売却益  △701,857 △41,522

有形固定資産売却損  1,357 83

匿名組合投資利益  △11,623 △14,362

役員退職慰労金  － 400

厚生年金基金脱退特別掛金  35,948 －

売上債権の減少額（増加額）  △331,297 445

たな卸資産の増加額  △55,385 △58,033

その他流動資産の減少額  16,268 6,673

破産更生債権等の増加額  － △71,206

仕入債務の増加額（減少額）  781,953 △165,872

未払役員賞与の増加額（減少額）  △22,000 10,000

収納代行預り金の増加額（減少
額）

 △256,844 2,964,341

預り敷金の増加額  － 580

その他流動負債の増加額（減少
額）

 1,840 △69,551

小計  1,189,670 4,020,373

利息及び配当金の受取額  955 9,498

利息の支払額  △15,485 △32,500

役員退職慰労金の支払額  △187 －

厚生年金基金脱退特別掛金の支払
額

 △35,948 －

法人税等の支払額  △688,873 △586,924

営業活動によるキャッシュ・フロー  450,130 3,410,446
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前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △300,000 △6,020

定期預金の払戻による収入  90,144 8,400

連結範囲の変更を伴う子会社株式
の取得による支出

 － △755,632

有形固定資産の取得による支出  △601,031 △637,422

有形固定資産の売却による収入  1,160,887 139,933

無形固定資産の取得による支出  △53,105 △62,379

投資有価証券の取得による支出  △98,727 △729

投資有価証券の売却による収入  12,385 －

関係会社株式の取得による支出  － △4,200

関係会社株式の売却による収入  130,000 218,128

長期貸付けによる支出  △3,091 －

長期貸付金の回収による収入  1,215 1,205

その他投資の減少額  2,518 9,429

投資活動によるキャッシュ・フロー  341,195 △1,089,287

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増加額（減少額）  △490,000 1,180,000

長期借入れによる収入  900,000 500,000

長期借入金の返済による支出  △160,180 △384,853

割賦未払金の減少額  △14,263 △13,255

社債の償還による支出  △250,000 －

少数株主からの払込みによる収入  14,535 25,424

自己株式の取得による支出  △123,022 △222,000

配当金の支払額  △86,091 △90,977

財務活動によるキャッシュ・フロー  △209,021 994,338

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額  582,304 3,315,496

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  5,575,062 6,157,367

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高  6,157,367 9,472,864
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　　　７社

連結子会社名

　ウェルネット㈱

　㈱いちたかサンテック

　㈱髙野商店

 　㈱中浜商店

 　㈱はまなすエネルギー

 　㈱丸佐佐藤燃料

 　㈱アイトリート

　上記のうち、㈱アイトリートについて

は、平成19年５月18日に90％を出資して

新たに設立したため、連結の範囲に含め

ております。

連結子会社の数　　　９社

連結子会社名

　ウェルネット㈱

　㈱いちたかサンテック

　㈱髙野商店

 　㈱中浜商店

 　㈱はまなすエネルギー

 　㈱丸佐佐藤燃料

 　㈱アイトリート

 　㈱ダイニ

 　置賜日通燃料㈱

　上記のうち、㈱ダイニ及び置賜日通燃

料㈱については、平成19年９月20日にそ

れぞれ発行済株式の全部を取得したた

め、連結の範囲に含めております。

　なお、みなし取得日を平成19年９月30

日としているため、当連結会計年度にお

いては、平成19年10月１日から平成20年

６月30日までの９ヶ月間の損益計算書

及び平成20年６月30日の貸借対照表を

連結しております。

２．持分法の適用に関する事

項

イ　持分法適用の関連会社数　１社

関連会社名

　ユニガスＬＬＣ（UNIGAS LLC）

イ　持分法適用の関連会社数　１社

関連会社名

　ユニガスＬＬＣ（UNIGAS LLC）
  ロ　持分法を適用していない関連会社数

　　　　　　　　　　　　　　　 １社

持分法を適用していない関連会社名

　㈱エネアージ

持分法を適用していない関連会社

１社は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要

性がないため持分法の適用範囲から

除外しております。

 ロ　持分法を適用していない関連会社数

　　　　　　　　　　　　　　　 １社

持分法を適用していない関連会社名

　㈱エネアージ

同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社のうち㈱いちたかサンテック

の決算日は３月31日であります。

　連結財務諸表の作成に当たっては、同決

算日現在の財務諸表を使用しております。

ただし連結決算日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ　有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（利息法）

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は総平均法

により算定）

イ　有価証券

満期保有目的の債券

同左

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　総平均法による原価法

時価のないもの

同左

 ロ　たな卸資産

商品

　主として移動平均法による原価法

ロ　たな卸資産

商品

同左

 仕掛品・未成工事支出金

　個別法による原価法

仕掛品・未成工事支出金

同左

 貯蔵品

　主として移動平均法による原価法

貯蔵品

同左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ　有形固定資産

　定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）及び供給

設備並びにその他のうち連結子会社

ウェルネット㈱におけるソフトウェア

と一体となってサービスを提供する

サーバー設備については定額法によっ

ております。

　また、取得価額が10万円以上20万円未

満の少額減価償却資産については、３年

間で均等償却しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物 ３～39年

供給設備 ３～10年

（会計方針の変更） 

　法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。

　これによる損益に与える影響額は軽微

であります。

イ　有形固定資産

　定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）及び供給

設備並びにその他のうち連結子会社

ウェルネット㈱におけるソフトウェア

と一体となってサービスを提供する

サーバー設備については定額法によっ

ております。

　また、取得価額が10万円以上20万円未

満の少額減価償却資産については、３年

間で均等償却しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物 ３～39年

供給設備 ３～10年

（追加情報） 

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産につ

いては、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した連結会計年度の翌連結

会計年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上して

おります。

　これによる損益に与える影響額は軽微

であります。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

 ロ　無形固定資産

　　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。

ロ　無形固定資産

　　定額法

同左

(3）重要な引当金の計上基

準

イ　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

イ　貸倒引当金

同左

 ロ　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給予想額に基づき計上し

ております。

ロ　賞与引当金

同左

 ハ　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産に基づき計上しております。

ハ　退職給付引当金

同左

 ニ　役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金制度廃止日（平成17年

９月29日開催の第46回定時株主総会の

日）までの在任期間に応じた役員退職

慰労金支給予定額を計上しております。

ニ　役員退職慰労引当金

同左

 ────── ホ　債務保証損失引当金

　連帯債務の履行による損失に備えるた

め、負担割合に基づく損失見込額を計上

しております。

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお在外

関係会社の資産及び負債は、在外関係会社

の決算日における直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定に含めて計

上しております。

同左

(5）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

(6）重要なヘッジ会計の方

法

イ　ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引は、特例処理の要件

を満たしているため、特例処理によって

おります。

──────

 ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ取引

 

 ヘッジ対象…借入金  

 ハ　ヘッジ方針

　金利変動リスクを回避するためにデリ

バティブ取引を行っております。

 

 ニ　ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理によっている金利スワップ取

引については、有効性の評価を省略して

おります。

 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

イ　匿名組合への参加と会計処理

　当社は航空機の購入及びレバレッジド

・リースを目的とした匿名組合への参

加契約を締結し、54,335千円を出資して

おります。

　当社の出資に係る匿名組合の持分を適

正に評価するため、当社の負担すべき投

資損益を出資金から直接控除し、出資金

額を超える投資損失累計額が生じた場

合は、負債として計上しております。

イ　匿名組合への参加と会計処理

同左

 ロ　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

ロ　消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却について

は、原則として発生日より20年間以内の合

理的な年数で償却することとしておりま

すが、金額に重要性のない場合は、全額そ

の発生した期の損益として処理しており

ます。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

同左
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、「営業権」及び「連結調整

勘定」として掲記されていたものは、当連結会計年度か

ら「のれん」と表示しております。 

──────

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたもの及び販売費及び一般管理費の

「その他」に含めて掲記されていた営業権償却額は、当

連結会計年度から「のれん償却額」と表示しておりま

す。

　なお、前連結会計年度において、営業権償却額は、販売

費及び一般管理費の「その他」に99,081千円含まれてお

ります。 

──────

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたもの及び「減価償却費」に含めて

掲記されていた営業権償却額は、当連結会計年度から

「のれん償却額」と表示しております。

　なお、前連結会計年度において、営業権償却額は、「減

価償却費」に99,081千円含まれております。 

──────
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年６月30日）

当連結会計年度
（平成20年６月30日）

※１　関連会社に対するものは次のとおりであります。

　　　　投資有価証券（株式）　　　　　 15,000千円

※１　関連会社に対するものは次のとおりであります。

　　　　投資有価証券（株式）　　　　　 15,000千円

※２　　　　　　　  ────── ※２　担保に供している資産

建物及び構築物 78,032千円

土地 20,600千円

　計 98,632千円

　上記物件について、短期借入金12,807千円、長期借入

金7,890千円の担保に供しております。

※３　収納代行預り金

　収納代行預り金は、連結子会社であるウェルネット

㈱による回収代行業務の預り金であり、それに見合う

金額が預金に含まれております。

※３　収納代行預り金

同左

※４　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度の末日が金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末

残高に含まれております。

※４　　　　　　　  ──────

受取手形 3,607千円

支払手形 11,311千円

 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

※１　一般管理費に含まれる研究開発費は、191,075千円で

あります。

※１　一般管理費に含まれる研究開発費は、9,104千円であ

ります。

※２　固定資産売却益の内訳 ※２　固定資産売却益の内訳

供給設備 17,331千円

土地 684,526千円 

　計 701,857千円 

建物及び構築物 13千円

機械装置及び運搬具 300千円

供給設備 41,166千円

土地 39千円 

その他（有形固定資産） 3千円 

　計 41,522千円 

※３　固定資産売却損の内訳 ※３　固定資産売却損の内訳

供給設備 1,357千円 供給設備 83千円 

※４　固定資産除却損の内訳 ※４　固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 131,277千円

機械装置及び運搬具 9,586千円

供給設備 11千円

その他（有形固定資産） 1,247千円

計 142,123千円

建物及び構築物 351千円

機械装置及び運搬具 133千円

供給設備 2,538千円

その他（有形固定資産） 644千円

その他（無形固定資産） 16,608千円

計 20,277千円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項　

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注１） 7,574,460 7,574,460 － 15,148,920

合計 7,574,460 7,574,460 － 15,148,920

自己株式     

普通株式（注２） 800 371,361 － 372,161

合計 800 371,361 － 372,161

（注）１．発行済株式総数の増加の内訳は、次のとおりであります。

平成18年５月10日開催の取締役会決議により、平成18年７月１日をもって株式１株を２株に分割したことに

よる増加　　7,574,460株

２．自己株式の株式数の増加の内訳は、次のとおりであります。

平成18年５月10日開催の取締役会決議により、平成18年７月１日をもって株式１株を２株に分割したことに

よる増加　　      800株

平成18年12月14日開催の取締役会決議により、平成18年12月15日をもって自己株式を取得したことによる増

加　　370,000株

単元未満株式の買取による増加　　561株

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

　該当事項はありません。

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

平成18年９月28日開催の株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

(1)　配当金の総額 75,736千円

(2)　１株当たり配当額 10円

(3)　基準日 平成18年６月30日

(4)　効力発生日 平成18年９月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

平成19年９月27日開催の株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

(1)　配当金の総額  81,272千円

(2)　配当の原資 利益剰余金

(3)　１株当たり配当額 5.5円

(4)　基準日 平成19年６月30日

(5)　効力発生日 平成19年９月28日
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当連結会計年度
（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項　

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 15,148,920 － － 15,148,920

合計 15,148,920 － － 15,148,920

自己株式     

普通株式（注） 372,161 1,000,000 － 1,372,161

合計 372,161 1,000,000 － 1,372,161

（注）自己株式の株式数の増加の内訳は、次のとおりであります。

平成19年12月17日開催の取締役会決議により、平成19年12月18日をもって自己株式を取得したことによる増加

　　1,000,000株

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

　該当事項はありません。

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

平成19年９月27日開催の株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

(1)　配当金の総額 　81,272千円

(2)　１株当たり配当額 　5.5円

(3)　基準日 平成19年６月30日

(4)　効力発生日 平成19年９月28日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

平成20年９月29日開催の株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

(1)　配当金の総額  　75,772千円

(2)　配当の原資 利益剰余金

(3)　１株当たり配当額 　5.5円

(4)　基準日 平成20年６月30日

(5)　効力発生日 平成20年９月30日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成19年６月30日） （平成20年６月30日）

現金及び預金勘定 6,170,967千円

預入期間が３カ月を超える定期預
金等

△13,600千円

現金及び現金同等物 6,157,367千円

現金及び預金勘定 9,491,474千円

預入期間が３カ月を超える定期預
金等

△18,610千円

現金及び現金同等物 9,472,864千円

　現金及び現金同等物には、収納代行預り金に見合う金
額3,495,604千円が含まれております。

　現金及び現金同等物には、収納代行預り金に見合う金
額6,459,946千円が含まれております。

────── ２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資

産及び負債の主な内容

㈱ダイニ（平成19年９月30日）

流動資産 347,918千円

固定資産 175,334千円

のれん 554,172千円

流動負債 △249,744千円

固定負債 △219,275千円

評価・換算差額等 △764千円

差引：㈱ダイニ株式の取得価額 607,641千円

㈱ダイニの現金及び現金同等物 △171,514千円

差引：㈱ダイニ取得による支出 436,126千円

置賜日通燃料㈱（平成19年９月30日）

流動資産 113,567千円

固定資産 107,881千円

のれん 197,273千円

流動負債 △56,774千円

固定負債 △10,932千円

差引：置賜日通燃料㈱株式の取得

価額

351,017千円

置賜日通燃料㈱の現金及び現金同

等物

△31,512千円

差引：置賜日通燃料㈱取得による

支出

319,505千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械装置及び運
搬具

111,689 72,316 39,372

供給設備 209,307 39,868 169,439

その他
(有形固定資産) 358,407 129,661 228,746

その他
(無形固定資産) 6,000 3,100 2,900

合計 685,404 244,946 440,457

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械装置及び運
搬具

165,477 60,525 104,951

供給設備 209,307 69,769 139,538

その他
(有形固定資産) 363,519 174,972 188,546

その他
(無形固定資産) 6,000 4,300 1,700

合計 744,303 309,567 434,736

２．未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 100,884千円

１年超 349,385千円

合計 450,269千円

１年内 117,613千円

１年超 329,637千円

合計 447,251千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 115,437千円

減価償却費相当額 105,204千円

支払利息相当額 14,301千円

支払リース料 121,791千円

減価償却費相当額 111,501千円

支払利息相当額 12,993千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年６月30日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

 種類
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表計上

額を超えないもの
その他 200,000 188,300 △11,700

２．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの
株式 4,407 8,381 3,974

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの
株式 － － －

合計 4,407 8,381 3,974

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

12,385 270 －

４．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

(1) その他有価証券  

非上場株式 19,331

(2) 子会社株式及び関連会社株式  

関連会社株式 15,000

 ５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

債券 － 200,000 － －

 合計 － 200,000 － －

　（注）　当連結会計年度において、有価証券について103,000千円（その他有価証券で時価のない株式103,000千円）減損

処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

おります。

当連結会計年度（平成20年６月30日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

 種類
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表計上

額を超えないもの
その他 200,000 164,720 △35,280

２．その他有価証券で時価のあるもの
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 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの
株式 810 1,959 1,149

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの
株式 5,136 5,118 △18

合計 5,946 7,077 1,130

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

(1) その他有価証券  

非上場株式 20,311

(2) 子会社株式及び関連会社株式  

関連会社株式 15,000

 ４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

債券 － 200,000 － －

 合計 － 200,000 － －
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

(1）取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引

及びデリバティブ預金であります。

(1）取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、デリバティブ預金

であります。

(2）取引に対する取組方針

　デリバティブ取引については、原則として実需の範囲

内で行うこととし、投機目的のデリバティブ取引は行わ

ない方針であります。

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引の利用目的

　当社は、将来の金利市場における利率上昇による金利

変動リスクを回避することを目的として、金利スワップ

取引を行っております。また、連結子会社であるウェル

ネット㈱は、リスクが僅少かつ効率の良い金融資産運用

を目的として、定期預金の一部を「ターゲット解約条件

付定期預金」に預入れております。この定期預金は、利

率が固定金利から変動金利に定数を掛けたものを差し

引いて決定されるリバースフロー型の定期預金（デリ

バティブ預金）であります。

　なお、金利スワップ取引について、ヘッジ会計を採用し

ております。

(3）取引の利用目的

　連結子会社であるウェルネット㈱は、リスクが僅少か

つ効率の良い金融資産運用を目的として、定期預金の一

部を「ターゲット解約条件付定期預金」に預入れてお

ります。この定期預金は、利率が固定金利から変動金利

に定数を掛けたものを差し引いて決定されるリバース

フロー型の定期預金（デリバティブ預金）であります。

ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引は、特例処理の要件を満たして

いるため、特例処理によっております。

 

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ取引

 

ヘッジ対象…借入金  

ヘッジ方針

　金利変動リスクを回避するためにデリバティブ取

引を行っております。

 

ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理によっている金利スワップ取引について

は、有効性の評価を省略しております。

 

(4）取引に係るリスクの内容

　金利スワップ取引については、市場金利の変動による

リスクを有しております。また、デリバティブ預金につ

いては、金利変動によるリスクのほか、連結子会社であ

るウェルネット㈱は違約金を支払わなければ中途解約

できないという約定になっているため、中途解約の時期

によっては支払う違約金の額が預金元本を毀損するリ

スクを有しております。

　なお、いずれのデリバティブ取引も、信用度の高い金融

機関に限って実施しておりますので、信用リスクはほと

んどないものと判断しております。

(4）取引に係るリスクの内容

　デリバティブ預金については、金利変動によるリスク

のほか、連結子会社であるウェルネット㈱は違約金を支

払わなければ中途解約できないという約定になってい

るため、中途解約の時期によっては支払う違約金の額が

預金元本を毀損するリスクを有しております。

　なお、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い金融

機関に限って実施しておりますので、信用リスクはほと

んどないものと判断しております。

(5）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行及び管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内規程に従い、取引担当

部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

(5）取引に係るリスク管理体制

同左

２．取引の時価等に関する事項
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前連結会計年度
（平成19年６月30日）

当連結会計年度
（平成20年６月30日）

当社が行っている金利スワップ取引については、ヘッ

ジ会計を適用しておりますので、記載を省略しておりま

す。また、連結子会社であるウェルネット㈱が行ってい

るデリバティブ預金については、時価評価の必要のない

複合金融商品であるため、注記の対象から除いておりま

す。

連結子会社であるウェルネット㈱が行っているデリ

バティブ預金については、時価評価の必要のない複合金

融商品であるため、注記の対象から除いております。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

　当社グループは、平成７年４月１日より確定給付型の制度として、適格退職年金制度を採用しておりました

が、平成19年１月１日より、確定給付企業年金制度と退職一時金制度を併用しております。

　また、上記退職給付制度のほか、日本エルピーガス厚生年金基金に加入しておりましたが、平成19年３月を

もって同基金を脱退しております。

当連結会計年度（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）

　当社グループは、平成19年１月１日より、確定給付企業年金制度と退職一時金制度を併用しております。　

２．退職給付債務に関する事項

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（平成19年６月30日）
当連結会計年度

（平成20年６月30日）

イ．退職給付債務 △278,542 △278,408

ロ．年金資産 157,113 167,841

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △121,428 △110,567

ニ．連結貸借対照表計上額純額 △121,428 △110,567

ホ．退職給付引当金 △121,428 △110,567

３．退職給付費用に関する事項

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

イ．勤務費用 60,375 22,854

ロ．厚生年金基金脱退特別掛金 35,948 －

ハ．退職給付費用 96,323 22,854

　（注）　簡便法を採用しているため、退職給付費用のうち厚生年金基金脱退特別掛金を除く額を「勤務費用」に計上して

おります。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役５名及び従業員

７名

当社並びに当社子会社の役

員４名及び従業員37名

当社の取締役４名及び従業

員２名

ストック・オプション数

（注１、２）
普通株式　　　500,000株 普通株式　　　500,000株 普通株式　　　400,000株

付与日 平成16年２月27日 平成17年６月14日 平成18年１月19日 

権利確定条件

新株予約権の割当てを受

けた者は、権利行使時にお

いて、当社または当社の子

会社・関連会社の取締役ま

たは従業員たる地位にある

ことを要する。

同左 同左

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあ

りません。
同左 同左

権利行使期間
平成17年10月１日から

平成21年９月30日まで

平成18年10月１日から

平成22年９月30日まで

平成19年10月１日から

平成23年９月30日まで

（注）１．株式数に換算しております。

２．平成18年７月１日において、普通株式１株を２株に分割しております。これにより、同日付をもってス

トック・オプション数が調整されております。

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①ストック・オプションの数 

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 － 488,000 400,000

付与 － － －

失効 － 10,000 －

権利確定 － 478,000 －

未確定残 － － 400,000

権利確定後　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 328,000 － －

権利確定 － 478,000 －

権利行使 － － －

失効 － － －

未行使残 328,000 478,000 －

（注）　平成18年７月１日において、普通株式１株を２株に分割しております。これにより、同日付をもってストッ

ク・オプションの数が調整されております。

②単価情報

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 288 360 568

行使時平均株価　　　　　（円） － － －

公正な評価単価（付与日）（円） － － －

（注）　平成18年７月１日において、普通株式１株を２株に分割しております。これにより、同日付をもって権利行

使価格が調整されております。

当連結会計年度（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容
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平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役５名及び従業員

７名

当社並びに当社子会社の役

員４名及び従業員37名

当社の取締役４名及び従業

員２名

ストック・オプション数

（注１、２）
普通株式　　　500,000株 普通株式　　　500,000株 普通株式　　　400,000株

付与日 平成16年２月27日 平成17年６月14日 平成18年１月19日 

権利確定条件

新株予約権の割当てを受

けた者は、権利行使時にお

いて、当社または当社の子

会社・関連会社の取締役ま

たは従業員たる地位にある

ことを要する。

同左 同左

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあ

りません。
同左 同左

権利行使期間
平成17年10月１日から

平成21年９月30日まで

平成18年10月１日から

平成22年９月30日まで

平成19年10月１日から

平成23年９月30日まで

（注）１．株式数に換算しております。

２．平成18年７月１日において、普通株式１株を２株に分割しております。これにより、同日付をもってス

トック・オプション数が調整されております。

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①ストック・オプションの数 

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 － － 400,000

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － 400,000

未確定残 － － －

権利確定後　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 328,000 478,000 －

権利確定 － － 400,000

権利行使 － － －

失効 － － －

未行使残 328,000 478,000 400,000

（注）　平成18年７月１日において、普通株式１株を２株に分割しております。これにより、同日付をもってストッ

ク・オプションの数が調整されております。

②単価情報

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 288 360 568

行使時平均株価　　　　　（円） － － －

公正な評価単価（付与日）（円） － － －

（注）　平成18年７月１日において、普通株式１株を２株に分割しております。これにより、同日付をもって権利行

使価格が調整されております。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

   （単位：千円）

 
前連結会計年度

（平成19年６月30日）  
当連結会計年度

（平成20年６月30日）

流動資産        

（繰延税金資産）        

賞与引当金  13,225    427  

貸倒引当金  5,487    6,928  

未払事業税  20,204    5,595  

債務保証損失引当金  －    5,099  

その他  1,364    1,571  

繰延税金資産（流動）の純額  40,283    19,622  

        

固定資産        

（繰延税金資産）        

減価償却費  33,081    30,208  

ソフトウェア  86,533    63,359  

貸倒引当金  －    17,675  

役員退職慰労引当金  27,164    27,164  

退職給付引当金  49,052    44,679  

連結子会社繰越欠損金  32,989    42,268  

投資有価証券評価損  41,591    －  

会員権評価損  5,129    5,129  

その他有価証券評価差額金  －    7  

連結会社間内部利益消去  7,155    8,396  

その他  402    366  

繰延税金資産（固定）計  283,100    239,255  

（繰延税金負債）        

特別償却準備金  △882    －  

固定資産圧縮積立金  △27,082    △26,801  

保険積立金  △1,335    △1,335  

その他有価証券評価差額金  △1,605    －  

繰延税金負債（固定）計  △30,905    △28,137  

繰延税金資産（固定）の純額  252,194    211,118  

        

固定負債        

（繰延税金負債）        

連結子会社資産の簿価修正額  －    △12,510  

その他有価証券評価差額金  －    △479  

繰延税金負債（固定）の純額  －    △12,990  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

   （単位：％）

 
前連結会計年度

（平成19年６月30日）  
当連結会計年度

（平成20年６月30日）

法定実効税率  40.4    40.4  

（調整）        

交際費等永久に損金に算入されない項目  0.9    1.1  

住民税均等割  0.4    0.7  

のれん償却  0.8    2.5  

税効果未認識の連結子会社欠損金  －    2.4  

修正申告による影響  1.5    －  

税額控除  △0.3    －  

その他  0.5    0.4  

EDINET提出書類

株式会社一髙たかはし(E03411)

有価証券報告書

 64/105



   （単位：％）

 
前連結会計年度

（平成19年６月30日）  
当連結会計年度

（平成20年６月30日）

税効果会計適用後の法人税等の負担率  44.2    47.5  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 
エネルギー
事業(千円)

システム事
業（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 5,317,303 20,098,475 712,430 26,128,209 － 26,128,209

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
4,360 47,283 45,927 97,571 (97,571) －

計 5,321,664 20,145,758 758,357 26,225,780 (97,571) 26,128,209

営業費用 5,040,161 19,831,116 747,016 25,618,294 (78,462) 25,539,831

営業利益 281,502 314,641 11,341 607,485 (19,108) 588,377

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本

的支出
      

資産 4,475,463 7,701,609 373,136 12,550,208 (54,856) 12,495,351

減価償却費 311,240 129,450 874 441,565 (4,217) 437,348

資本的支出 517,273 135,536 1,782 654,592 (455) 654,137

　（注）１．事業区分の方法

事業は、提供するサービス及び商品の類似性を考慮して区分しております。

２．各事業の主な内容

エネルギー事業…………… ＬＰガス・灯油等燃料類販売、燃焼機器類販売、修理及び据付工事

システム事業……………… 決済関連サービス（ビリング・Ｅ－ビリング）、ＰＩＮオンライン販売サービ

ス、ケータイチケットサービス

その他事業………………… 空調・衛生設備工事業務、オフィス用品通信販売業務、ＩＴ関連企業への営業支

援業務

当連結会計年度（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）

 
エネルギー
事業(千円)

システム事
業（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 7,493,935 24,267,253 834,514 32,595,703 － 32,595,703

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
4,425 45,287 55,182 104,895 (104,895) －

計 7,498,360 24,312,541 889,696 32,700,598 (104,895) 32,595,703

営業費用 7,200,596 23,743,450 914,435 31,858,482 (106,004) 31,752,478

営業利益又は営業損失

（△）
297,763 569,090 △24,738 842,115 1,109 843,224

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本

的支出
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エネルギー
事業(千円)

システム事
業（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

資産 5,897,289 10,968,474 214,640 17,080,405 (63,153) 17,017,251

減価償却費 369,003 135,866 500 505,371 (984) 504,386

資本的支出 599,366 103,950 － 703,316 (3,514) 699,801

　（注）１．事業区分の方法

事業は、提供するサービス及び商品の類似性を考慮して区分しております。

２．各事業の主な内容

エネルギー事業…………… ＬＰガス・灯油等燃料類販売、燃焼機器類販売、修理及び据付工事

システム事業……………… 決済関連サービス（ビリング・Ｅ－ビリング）、ＰＩＮオンライン販売サービ

ス、ケータイチケットサービス

その他事業………………… 空調・衛生設備工事業務、オフィス用品通信販売業務、ＩＴ関連企業への営業支

援業務

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）及び当連結会計年度（自　平成19年７月１日　

至　平成20年６月30日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事

項はありません。

【海外売上高】

　前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）及び当連結会計年度（自　平成19年７月１日　

至　平成20年６月30日）において、海外売上高がないため、該当事項はありません。

（企業結合等関係）

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）

該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

(1）役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金

(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
(千円)

役員の
兼任等
（人）

事業上の
関係

役員 高橋雄一郎 札幌市清田区 －
当社取締役

会長

(被所有)

直接 12.1
－ －

自己株式の

取得
122,840 － －

　（注）　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　自己株式の取得は、株式会社ジャスダック証券取引所における立会外取引（前日終値による固定価格取引）による

ものであります。

　

当連結会計年度（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）

(1）役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金

(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
(千円)

役員の
兼任等
（人）

事業上の
関係

役員 高橋雄一郎 札幌市清田区 －
当社取締役

会長

(被所有)

直接  7.3
－ －

自己株式の

取得(注１)
175,158 － －

役員の

近親者
高橋節子 札幌市清田区 － －

(被所有)

直接  0.7
－ －

自己株式の

取得(注１)
46,842

－ －
不動産の売

却(注２)
76,360

　（注）　取引条件及び取引条件の決定方針等

１　自己株式の取得は、株式会社ジャスダック証券取引所における立会外取引（前日終値による固定価格取引）に

よるものであります。

２　不動産の売却に係る取引金額は、当社と利害関係を有しない第三者による鑑定評価額に基づき決定しておりま

す。　
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり純資産額 225.39 円

１株当たり当期純利益金額 37.50 円

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
37.37 円

１株当たり純資産額 240.70 円

１株当たり当期純利益金額 22.85 円

当社は、平成18年７月１日付で株式１株につき２株の株

式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 196.06 円

１株当たり当期純利益金額 40.75 円

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
40.27 円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 560,498 325,389

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 560,498 325,389

期中平均株式数（株） 14,946,501 14,241,240

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） △361 －

普通株式増加数（株） 44,324 －

（うち新株予約権） (44,324) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

新株予約権２種類（新株予約権の

数439個）。なお、新株予約権の概要

は「第４　提出会社の状況　１．株

式等の状況　(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。

当社の新株予約権３種類（新株予

約権の数603個）及び連結子会社

ウェルネット㈱の新株予約権２種

類（新株予約権の数122個）。なお、

当社の新株予約権の概要は「第４　

提出会社の状況　１．株式等の状況

　(2) 新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。
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（重要な後発事象） 

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

(1）株式の取得等に係る基本合意書の締結

　当社は、平成19年８月３日開催の取締役会において、株式

会社アルフレックス（東京都墨田区 代表取締役 成田誠

司）の株式を取得し子会社化する方針について決議し、同

日付にて同社及び同社代表取締役と株式の取得等に係る

基本合意書を締結いたしました。

　なお、当該合意書締結の詳細につきましては、「第５経理

の状況　２．財務諸表等」の重要な後発事象をご参照くだ

さい。

(1）会社分割による函館地区のエネルギー事業の分社化

　当社は、平成20年５月22日開催の取締役会において、当社

の函館地区のエネルギー事業を連結子会社である株式会

社丸佐佐藤燃料に承継させる会社分割（会社法第784条第

３項に規定する簡易吸収分割）を行うことを決議し、平成

20年７月１日付で会社分割いたしました。

　なお、株式会社丸佐佐藤燃料は、分割期日をもって、商号

を株式会社ガスコープいちたかに変更しております。

　①　分割の目的

　函館地区でコアとなる販社設営のため、会社分割を

することといたしました。

　②　分割の方法

　当社を分割会社とし、株式会社丸佐佐藤燃料を承継

会社とする物的吸収分割です。

　③　割当株式数等

　株式会社丸佐佐藤燃料は、当社の完全子会社である

ため、株式の割当て交付はいたしません。また、本件分

割に伴う当社の資本金の額等の増減はありません。

④　実施した会計処理の概要

　企業結合に係る会計基準（「企業結合に係る会計基

準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成17年12

月27日））に基づき、共通支配下の取引として会計処

理を行っております。

(2）関係会社株式の取得

　当社は、平成19年８月29日開催の取締役会において、株式

会社ダイニ（山形県南陽市 代表取締役 石黒次郎）及び

置賜日通燃料株式会社（山形県南陽市 代表取締役 石黒

次郎）の株式を取得し子会社化する方針について決議し、

平成19年９月20日付にて同各社の株主から発行済株式の

全部を取得いたしました。

　なお、当該株式取得の詳細につきましては、「第５　経理

の状況　２．財務諸表等」の重要な後発事象をご参照くだ

さい。

(2）連結子会社の合併

　当社は、平成20年６月25日開催の取締役会において、当社

の連結子会社である株式会社丸佐佐藤燃料と株式会社中

浜商店及び株式会社髙野商店の合併を行うことを決議し、

平成20年８月１日付で合併いたしました。

　なお、株式会社丸佐佐藤燃料は、平成20年７月１日をもっ

て、商号を株式会社ガスコープいちたかに変更しておりま

す。

　①　合併の目的

　函館地区における地域別販社体制を展開し、独自性

と機動性を高めていくことで、地域に密着した事業基

盤の充実とオペレーションの効率化、顧客サービスの

更なる向上を図るため、合併をすることといたしまし

た。

　②　合併の方法

　株式会社丸佐佐藤燃料を存続会社とし、株式会社中

浜商店及び株式会社髙野商店を消滅会社とする吸収

合併であります。

　③　合併比率及び合併交付金等

　株式会社丸佐佐藤燃料、株式会社中浜商店及び株式

会社髙野商店は、当社の完全子会社であるため、本合

併による新株式の発行及び資本金の増加及び合併交

付金の支払いはありません。
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前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

 ④　実施した会計処理の概要

　企業結合に係る会計基準（「企業結合に係る会計基

準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成17年12

月27日））に基づき、共通支配下の取引として会計処

理を行っております。

 (3）西山油機株式会社のエネルギー事業の当社子会社へ

の吸収分割の件

　当社は、平成20年９月29日開催の取締役会において、平成

20年11月11日を効力発生日として、西山油機株式会社のエ

ネルギー事業を、当社の連結子会社である株式会社いちた

かサンテックが吸収分割により承継する契約の締結に関

して決議し、同日付にて吸収分割契約を締結いたしまし

た。

①　事業承継の目的

　札幌地域での顧客基盤拡大と共通業務の効率化によ

るコストダウンをはかり、さらなる業容拡大と当社グ

ループの成長を目指し吸収分割をすることといたし

ました。

②　分割会社の概要

　商　　号　西山油機株式会社

本　　社　札幌市中央区南８条西６丁目1036番地

設 立 日　昭和31年５月30日

事業目的　石油、ガスその他燃料類の販売、燃料器具

類の販売

代 表 者　小笠原　軍治

資 本 金　25百万円

なお、当社との資本関係、人的関係及び取引関係は

ありません。

③　分割の日程（承継会社）

　吸収分割契約承認取締役会

　　　　　　　　　　　平成20年９月29日

　吸収分割契約締結　　平成20年９月29日

　吸収分割契約承認臨時株主総会

　　　　　　　　　　　平成20年10月21日（予定）

　吸収分割期日（効力発生日）

　　　　　　　　　　　平成20年11月11日（予定）

　吸収分割登記　　　　平成20年11月11日（予定）

④　分割の方法

　西山油機株式会社を分割会社、当社子会社である株

式会社いちたかサンテックを承継会社とする吸収分

割であります。

⑤　株式の割当及び分割交付金

　本吸収分割に際して、株式の割当ては行いません。ま

た、分割交付金の支払いはありません。
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前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

 ⑥　承継会社が承継する権利義務

　効力発生日において、吸収分割契約書に定めるエネ

ルギー事業に属する資産、負債、契約上の地位及びこ

れらの契約に基づく権利義務並びにエネルギー事業

に従事する全従業員を承継いたします。

⑦　実施する会計処理の概要

　会計処理等の概要につきましては、未確定のため、記

載を省略しております。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

ウェルネット㈱
第２回無担保新株予約権

付社債（注）２
16．６．28 － － － なし －

㈱ダイニ
第１回無担保社債

（注）１
17．３．23 －

50,000

(50,000)
0.84 なし 21．３．23

㈱ダイニ 第２回無担保社債 19．３．28 － 50,000 2.10 なし 24．３．28

合計 － － －
100,000

(50,000)
－ － －

　（注）１．（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

　２．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。

銘柄 第２回

発行すべき株式 普通株式

新株予約権の発行価額（円） 無償

株式の発行価格（円） 17,500

発行価額の総額（千円） 140,000

新株予約権の行使により発行した株式の発行価

額の総額（千円）
－

新株予約権の付与割合（％） 100

新株予約権の行使期間
平成17年７月１日

～平成26年６月27日

　３．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

50,000 － － 50,000 －

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 160,000 1,340,000 1.0 －

１年以内に返済予定の長期借入金 354,995 522,661 1.4 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －　

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 911,285 1,020,073 1.6 平成21年～25年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －　

その他の有利子負債 － － － －

計 1,426,280 2,882,734 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 308,880 308,658 267,535 120,000
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（２）【その他】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社一髙たかはし(E03411)

有価証券報告書

 73/105



２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
第　48　期

（平成19年６月30日）
第　49　期

（平成20年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   784,259   634,435  

２．受取手形 ※３  22,112   23,885  

３．売掛金 ※１  455,040   519,107  

４．商品   177,939   237,839  

５．仕掛品   1,890   －  

６．未成工事支出金   4,892   3,119  

７．貯蔵品   4,280   2,900  

８．前払費用   14,191   16,822  

９．繰延税金資産   28,425   9,135  

10．その他 ※１  53,779   63,061  

貸倒引当金   △23,302   △25,455  

流動資産合計   1,523,509 31.0  1,484,852 25.1

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  367,342   330,742   

減価償却累計額  109,488 257,854  115,459 215,282  

２．構築物  102,856   103,310   

減価償却累計額  58,372 44,484  65,175 38,134  

３．機械及び装置  13,755   13,755   

減価償却累計額  10,247 3,508  11,135 2,620  

４．車両運搬具  30,401   30,401   

減価償却累計額  28,717 1,684  29,126 1,274  

５．工具、器具及び備品  57,506   60,482   

減価償却累計額  47,729 9,776  51,830 8,651  

６．供給設備  2,538,849   3,033,001   

減価償却累計額  1,390,443 1,148,406  1,538,749 1,494,251  

７．土地   555,603   524,519  

８．建設仮勘定   89,734   63,081  

有形固定資産合計   2,111,052 42.9  2,347,816 39.6
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第　48　期

（平成19年６月30日）
第　49　期

（平成20年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(2）無形固定資産        

１．のれん   99,081   －  

２．商標権   945   1,127  

３．ソフトウエア   43,514   51,732  

４．電話加入権   2,007   2,007  

無形固定資産合計   145,549 2.9  54,867 0.9

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   26,608   24,230  

２．関係会社株式   812,914   1,691,208  

３．出資金   1,426   446  

４．関係会社出資金   172,066   172,066  

５．従業員長期貸付金   435   －  

６．長期前払費用   88   2,806  

７．繰延税金資産   72,667   91,146  

８．差入保証金   32,681   32,999  

９．保険積立金   20,750   24,964  

投資その他の資産合計   1,139,638 23.2  2,039,868 34.4

固定資産合計   3,396,240 69.0  4,442,552 74.9

資産合計   4,919,750 100.0  5,927,405 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形 ※３  113,951   82,661  

２．買掛金 ※１  192,776   174,451  

３．短期借入金   －   1,180,000  

４．１年以内返済予定の長
期借入金

  354,995   406,580  

５．未払金 ※１  98,786   60,275  

６．未払費用   2,900   3,883  

７．未払法人税等   135,000   7,000  

８．未払消費税等   1,101   17,172  

９．前受金   1,968   4,322  

10．預り金   7,234   7,079  

11．賞与引当金   29,103   －  

12．その他   2,879   6,775  

流動負債合計   940,697 19.1  1,950,202 32.9

 

EDINET提出書類

株式会社一髙たかはし(E03411)

有価証券報告書

 75/105



  
第　48　期

（平成19年６月30日）
第　49　期

（平成20年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金   911,285   1,004,705  

２．退職給付引当金   105,650   97,301  

３．役員退職慰労引当金   67,272   67,272  

４．匿名組合損失未払金   16,074   1,711  

５．その他   4,045   3,687  

固定負債合計   1,104,328 22.5  1,174,678 19.8

負債合計   2,045,026 41.6  3,124,880 52.7

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

　(1）資本金   476,433 9.7  476,433 8.0

　(2）資本剰余金        

１.資本準備金  466,058   466,058   

　資本剰余金合計   466,058 9.5  466,058 7.9

　(3）利益剰余金        

１.利益準備金  19,106   19,106   

２.その他利益剰余金        

　 特別償却準備金  635   －   

　 建物圧縮積立金  13,116   12,702   

 　土地圧縮積立金  26,869   26,869   

　 別途積立金  1,200,000   1,500,000   

　 繰越利益剰余金  794,132   647,343   

　利益剰余金合計   2,053,859 41.7  2,206,021 37.2

　(4）自己株式   △123,988 △2.5  △345,988 △5.8

　株主資本合計   2,872,363 58.4  2,802,525 47.3

Ⅱ　評価・換算差額等        

　(1）その他有価証券評価
　　　差額金　　　　　　

  2,361 0.0  △0 △0.0

　評価・換算差額等合計   2,361 0.0  △0 △0.0

純資産合計   2,874,724 58.4  2,802,524 47.3

負債純資産合計   4,919,750 100.0  5,927,405 100.0
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②【損益計算書】

  
第　48　期

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

第　49　期
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．エネルギー事業売上高  4,787,750   5,510,401   

２．システム事業売上高  66,147   77,269   

３．その他事業売上高  8,304 4,862,202 100.0 9,861 5,597,532 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．エネルギー事業売上原
価

 2,665,622   3,328,042   

２．システム事業売上原価  60,049   67,516   

３．その他事業売上原価  7,035 2,732,708 56.2 8,433 3,403,991 60.8

売上総利益   2,129,494 43.8  2,193,541 39.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．広告宣伝費  12,495   10,516   

２．貸倒引当金繰入額  13,780   10,794   

３．役員報酬  87,150   105,324   

４．給与手当  555,969   624,286   

５．賞与引当金繰入額  29,103   －   

６．退職給付費用  49,173   15,721   

７．法定福利費  71,502   87,335   

８．福利厚生費  13,858   14,768   

９．業務委託費  101,265   87,805   

10．消耗品費  95,573   52,988   

11．租税公課  22,728   17,940   

12．賃借料  123,215   148,442   

13．支払手数料  42,402   44,088   

14．減価償却費  193,130   236,052   

15. のれん償却額  99,081   99,081   

16．その他 　 387,394 1,897,826 39.0 417,080 1,972,228 35.2

営業利益   231,667 4.8  221,312 4.0
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第　48　期

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

第　49　期
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息 　 358   311   

２．受取配当金 ※１ 11,835   9,060   

３．賃貸収入 ※１ 21,349   22,331   

４．保険配当金  1,359   1,578   

５．匿名組合投資利益  11,623   14,362   

６．その他 ※１ 8,287 54,814 1.1 14,074 61,719 1.1

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  11,044   25,284   

２．社債利息  929   －   

３．社債保証料  1,449   －   

４．株式交付費  2,139   －   

５．賃貸原価  10,854   13,030   

６．その他  4,337 30,755 0.6 5,284 43,599 0.8

経常利益   255,726 5.3  239,432 4.3

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※２ 701,857   41,200   

２．関係会社株式売却益 　 115,366   186,563   

３．投資有価証券売却益 　 270 817,494 16.8 － 227,764 4.1

Ⅶ　特別損失        

　１．前期損益修正損 ※４ －   9,264   

２．固定資産除却損 ※３ 141,837   2,538   

３．事業所移転費用  10,678   －   

４．関係会社株式評価損　  －   53,000   

５．厚生年金基金脱退特別
掛金

 25,298 177,813 3.7 － 64,802 1.2

税引前当期純利益   895,407 18.4  402,393 7.2

法人税、住民税及び事業
税

 322,309   166,548   

過年度法人税、住民税及
び事業税 

 11,161   －   

法人税等調整額  45,815 379,286 7.8 2,410 168,959 3.0

当期純利益   516,120 10.6  233,434 4.2
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エネルギー事業売上原価明細書

  
第　48　期

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

第　49　期
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　石油類売上原価        

１．期首商品たな卸高  156,317   164,731   

２．当期商品仕入高  2,420,840   3,139,030   

合計  2,577,157   3,303,762   

３．期末商品たな卸高  164,731   223,198   

４．他勘定振替高 ※２ 3,856 2,408,569 90.4 6,703 3,073,860 92.4

Ⅱ　器具及び関連工事原価        

１．期首たな卸高  15,262   17,977   

２．当期商品仕入高  431,073   542,809   

３．外注工事費  310,988   340,336   

合計  757,324   901,123   

４．期末たな卸高  17,977   17,684   

５．他勘定振替高 ※２ 482,293 257,053 9.6 629,256 254,181 7.6

エネルギー事業売上原
価

  2,665,622 100.0  3,328,042 100.0

        

　（注）１．関連工事原価につきましては、個別原価計算を採用しております。

※２．他勘定振替高の主な内訳は次のとおりであります。

供給設備 344,350千円 522,305千円

消耗品費 88,742 56,134 

建設仮勘定 25,211 － 

光熱費 2,192 2,776 

修繕費 9,777 11,350 
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システム事業売上原価明細書

  
第　48　期

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

第　49　期
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

１．期首仕掛品たな卸高  －  1,890  

２．労務費  61,940  65,625  

合計  61,940  67,516  

３．期末仕掛品たな卸高  1,890  －  

システム事業売上原価  60,049 100.0 67,516 100.0

      

　（注）　システム事業は、ソフトウエアの受託開発業務であります。

その他事業売上原価明細書

  
第　48　期

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

第　49　期
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

１．期首たな卸高  4,236  －  

２．当期仕入高  7,035  8,433  

合計  11,272  8,433  

３．期末たな卸高  －  －  

４．他勘定振替高 ※２ 4,236  －  

その他事業売上原価  7,035 100.0 8,433 100.0

      

（注）１．その他事業は、オフィス用品通信販売業務であります。

※２．第48期の他勘定振替高は、業務閉鎖に伴う商品処分額4,236千円であります。
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③【株主資本等変動計算書】

第48期（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 

株主資本

資本金

資本
剰余金

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本
準備金

利益
準備金

その他利益剰余金

特別償却
準備金

建物圧縮 
積立金

土地圧縮 
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年６月30日　残高

（千円）
476,433 466,058 19,106 1,683 － － 910,000 682,686 △966 2,555,000

事業年度中の変動額           

特別償却準備金の取崩    △1,048    1,048  －

建物圧縮積立金の積立     13,727   △13,727  －

建物圧縮積立金の取崩     △611   611  －

土地圧縮積立金の積立      26,869  △26,869  －

別途積立金の積立       290,000 △290,000  －

剰余金の配当        △75,736  △75,736

当期純利益        516,120  516,120

自己株式の取得         △123,022 △123,022

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額）

          

事業年度中の変動額合計

（千円）
－ － － △1,048 13,116 26,869 290,000 111,446 △123,022 317,362

平成19年６月30日　残高

（千円）
476,433 466,058 19,106 635 13,116 26,869 1,200,000 794,132 △123,988 2,872,363

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

平成18年６月30日　残高

（千円）
1,805 2,556,806

事業年度中の変動額   

特別償却準備金の取崩  －

建物圧縮積立金の積立  －

建物圧縮積立金の取崩  －

土地圧縮積立金の積立  －

別途積立金の積立  －

剰余金の配当  △75,736

当期純利益  516,120

自己株式の取得  △123,022

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額）

555 555

事業年度中の変動額合計

（千円）
555 317,918

平成19年６月30日　残高

（千円）
2,361 2,874,724

第49期（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）
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株主資本

資本金

資本
剰余金

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本
準備金

利益
準備金

その他利益剰余金

特別償却
準備金

建物圧縮 
積立金

土地圧縮 
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年６月30日　残高

（千円）
476,433 466,058 19,106 635 13,116 26,869 1,200,000 794,132 △123,988 2,872,363

事業年度中の変動額           

特別償却準備金の取崩    △635    635  －

建物圧縮積立金の取崩     △414   414  －

別途積立金の積立       300,000 △300,000  －

剰余金の配当        △81,272  △81,272

当期純利益        233,434  233,434

自己株式の取得         △222,000 △222,000

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額）

          

事業年度中の変動額合計

（千円）
－ － － △635 △414 － 300,000 △146,788 △222,000 △69,837

平成20年６月30日　残高

（千円）
476,433 466,058 19,106 － 12,702 26,869 1,500,000 647,343 △345,988 2,802,525

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

平成19年６月30日　残高

（千円）
2,361 2,874,724

事業年度中の変動額   

特別償却準備金の取崩  －

建物圧縮積立金の取崩  －

別途積立金の積立  －

剰余金の配当  △81,272

当期純利益  233,434

自己株式の取得  △222,000

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額）

△2,361 △2,361

事業年度中の変動額合計

（千円）
△2,361 △72,199

平成20年６月30日　残高

（千円）
△0 2,802,524
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重要な会計方針

項目
第　48　期

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

第　49　期
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

　総平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は総平均法により算

定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　総平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品

　移動平均法による原価法

商品

同左

 仕掛品・未成工事支出金

　個別法による原価法

未成工事支出金

同左

 貯蔵品

　移動平均法による原価法

貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

　定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）及び供給設備

については定額法によっております。

　また、取得価額が10万円以上20万円未満

の少額減価償却資産については、３年間で

均等償却しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

有形固定資産

　定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）及び供給設備

については定額法によっております。

　また、取得価額が10万円以上20万円未満

の少額減価償却資産については、３年間で

均等償却しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

 建物 22～38年

供給設備 ３～10年

建物 22～38年

供給設備 ３～10年
 （会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当期より、平成

19年４月１日以後に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微で

あります。

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産につ

いては、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上しております。

　なお、これによる損益に与える影響は

軽微であります。

 無形固定資産

　定額法

　なお、のれんについては、５年間で均等償

却しております。

　また、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

無形固定資産

同左
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項目
第　48　期

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

第　49　期
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

４．繰延資産の処理方法 株式交付費

　支出時に全額費用として処理しておりま

す。

──────

 ５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

同左

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給予想額に基づき計上し

ております。

(2）　　　　 ──────

  　（追加情報）

　当期において、給与制度の見直しを図

り、支給対象期間を変更しております。

この変更に伴い、当期を対象とする賞与

は全て確定し支給されているため、賞与

引当金の計上は不要となっております。

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

に基づき計上しております。

(3）退職給付引当金

同左

 (4）役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金制度廃止日（平成17年

９月29日開催の第46回定時株主総会の

日）までの在任期間に応じた役員退職

慰労金支給予定額を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

同左

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

 

EDINET提出書類

株式会社一髙たかはし(E03411)

有価証券報告書

 84/105



項目
第　48　期

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

第　49　期
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引は、特例処理の要件

を満たしているため、特例処理によって

おります。

──────

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ取引

 

 ヘッジ対象…借入金  

 (3）ヘッジ方針

　金利変動リスクを回避するためにデリ

バティブ取引を行っております。

 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理によっている金利スワップ取

引については、有効性の評価を省略して

おります。

 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

(1）匿名組合への参加と会計処理

　当社は航空機の購入及びレバレッジド

・リースを目的とした匿名組合への参

加契約を締結し、54,335千円を出資して

おります。

　当社の出資に係る匿名組合の持分を適

正に評価するため、当社の負担すべき投

資損益を出資金から直接控除し、出資金

額を超える投資損失累計額が生じた場

合は、負債として計上しております。

(1）匿名組合への参加と会計処理

同左

 (2）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(2）消費税等の会計処理

同左

表示方法の変更

第　48　期
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

第　49　期
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

（貸借対照表）

　　前期において、「営業権」として掲記されていたもの

は、当期から「のれん」と表示しております。 

──────

（損益計算書）

　　前期において「営業権償却費」として掲記されていた

ものは、当期から「のれん償却額」と表示しておりま

す。

──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

第　48　期
（平成19年６月30日）

第　49　期
（平成20年６月30日）

※１　関係会社に対するものが以下のとおり含まれており

ます。

※１　関係会社に対するものが以下のとおり含まれており

ます。

売掛金 48,106千円

流動資産のその他 33,271千円

買掛金 8,014千円

未払金 3,706千円

売掛金 58,942千円

流動資産のその他 36,613千円

未払金 4,318千円

　２　以下の関係会社等について、金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。

　２　以下の関係会社等について、金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

㈱いちたかサンテック 70,000 借入債務

㈱中浜商店 100,000 借入債務

保証先 金額（千円） 内容

㈱いちたかサンテック 80,000 借入債務

㈱中浜商店 100,000 借入債務

※３　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしております。なお、当期末日が

金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が

期末残高に含まれております。

※３　　　　　　　　――――――

受取手形 2,001千円

支払手形 11,311千円
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（損益計算書関係）

第　48　期
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

第　49　期
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

※１　関係会社との取引に係るものが以下のとおり含まれ

ております。

※１　関係会社との取引に係るものが以下のとおり含まれ

ております。

受取配当金 11,597千円

賃貸収入 2,760千円

営業外収益のその他 1,080千円

受取配当金 8,874千円

賃貸収入 2,520千円

営業外収益のその他 1,270千円

※２　固定資産売却益の内訳 ※２　固定資産売却益の内訳

供給設備 17,331千円

土地 684,526千円

　計 701,857千円

建物 13千円

車両運搬具 300千円

供給設備 40,847千円

土地 39千円

　計 41,200千円

※３　固定資産除却損の内訳 ※３　固定資産除却損の内訳

建物 81,884千円

構築物 49,393千円

機械及び装置 9,531千円

工具、器具及び備品 1,017千円

供給設備 11千円

　計 141,837千円

供給設備 2,538千円

　計 2,538千円

※４　　　　　　　　―――――― ※４　前期損益修正損は、たな卸資産等現場在庫に係る修

正損であります。

（株主資本等変動計算書関係）

 第48期（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

  　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前期末株式数

（株）

当期増加株式数

（株）

当期減少株式数

（株）

当期末株式数

（株）

 自己株式     

 　普通株式（注） 800 371,361 － 372,161

 　　合計 800 371,361 － 372,161

 　　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加371,361株は、期首に株式１株を２株に分割したことによる増加800株、取締

役会決議により自己株式を取得したことによる増加370,000株、単元未満株式の買取りによる増加561株であり

ます。

 第49期（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）

  　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前期末株式数

（株）

当期増加株式数

（株）

当期減少株式数

（株）

当期末株式数

（株）

 自己株式     

 　普通株式（注） 372,161 1,000,000 － 1,372,161

 　　合計 372,161 1,000,000 － 1,372,161

 　　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,000,000株は、取締役会決議により自己株式を取得したことによる増加で

あります。
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（リース取引関係）

第　48　期
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

第　49　期
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

機械及び装置 51,978 26,050 25,927

車両運搬具 43,650 30,205 13,444

工具、器具及び
備品

250,750 87,685 163,064

合計 346,378 143,941 202,436

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

機械及び装置 78,701 37,420 41,280

車両運搬具 69,526 21,617 47,908

工具、器具及び
備品

255,862 110,771 145,090

合計 404,089 169,808 234,280

２．未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

１年内 49,652千円

１年超 156,774千円

合計 206,427千円

１年内 62,440千円

１年超 176,418千円

合計 238,858千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 53,579千円

減価償却費相当額 49,291千円

支払利息相当額 4,812千円

支払リース料 61,180千円

減価償却費相当額 56,685千円

支払利息相当額 5,082千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について） 

同左
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（有価証券関係）

第48期（平成19年６月30日）

子会社株式で時価のあるもの

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

ウェルネット株式会社 553,429 4,916,600 4,363,170

第49期（平成20年６月30日）

子会社株式で時価のあるもの

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

ウェルネット株式会社 526,065 2,947,900 2,421,834

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

   （単位：千円）

 
第　48　期

（平成19年６月30日）  
第　49　期

（平成20年６月30日）

流動資産        

（繰延税金資産）        

賞与引当金  11,752    －  

貸倒引当金  5,808    7,131  

未払事業税  10,027    1,128  

その他  836    876  

繰延税金資産（流動）の純額  28,425    9,135  

        

固定資産        

（繰延税金資産）        

減価償却費  31,550    29,724  

役員退職慰労引当金  27,164    27,164  

退職給付引当金  42,661    39,290  

関係会社株式評価損　  －    21,401  

その他  402    366  

繰延税金資産（固定）計  101,779    117,947  

（繰延税金負債）        

特別償却準備金  △430    －  

固定資産圧縮積立金  △27,082    △26,801  

その他有価証券評価差額金  △1,599    －  

繰延税金負債（固定）計  △29,111    △26,801  

繰延税金資産（固定）の純額  72,667    91,146  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　　　　　重要な差異がないため記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

第　48　期
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

第　49　期
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり純資産額 194.54 円

１株当たり当期純利益金額 34.53 円

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
34.43 円

１株当たり純資産額 203.42 円

１株当たり当期純利益金額 16.39 円

当社は、平成18年７月１日付で株式１株につき２株の株

式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前期における１株当たり情報については、以下のとおり

となります。

１株当たり純資産額 168.80 円

１株当たり当期純利益金額 39.00 円

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
38.31 円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
第　48　期

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

第　49　期
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 516,120 233,434

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 516,120 233,434

期中平均株式数（株） 14,946,501 14,241,240

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

普通株式増加数（株） 44,324 －

（うち新株予約権） (44,324) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

新株予約権２種類（新株予約権の

数439個））。なお、新株予約権の概

要は「第４　提出会社の状況　１．

株式等の状況　(2) 新株予約権等の

状況」に記載のとおりであります。

新株予約権３種類（新株予約権の

数603個））。なお、新株予約権の概

要は「第４　提出会社の状況　１．

株式等の状況　(2) 新株予約権等の

状況」に記載のとおりであります。
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（重要な後発事象） 

第　48　期
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

第　49　期
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

(1）株式の取得等に係る基本合意書の締結

　平成19年８月３日開催の取締役会において、株式会社

アルフレックス（東京都墨田区代表取締役 成田誠司）

の株式を取得し子会社化する方針について決議し、同日

付にて同社及び同社代表取締役と株式の取得等に係る

基本合意書を締結いたしました。

①　株式取得の目的

　当社グループは、現状構造の転換を図ることを目的

として、新規事業を含めた「その他事業」の育成を図

る方針を掲げております。

　今回、東京城東地区を中心に不動産開発事業を展開

している株式会社アルフレックスの財務体質強化を

支援することで更なる事業拡大も期待でき、また当社

グループの新規事業分野での収益向上も図れること

から、同社株主より1,470株（議決権比率49％）を譲受

けるとともに同社取締役会の過半数を当社選任者で

構成することにより子会社化する予定であります。

②　株式の取得先

　　個人１名

③　子会社化する会社の概要

名称 株式会社アルフレックス

事業内容 不動産開発事業

事業規模 （平成19年４月期）

　資本金     90百万円

　総資産  4,025百万円

　売上高  2,340百万円

④　株式取得の時期

　　未定

　なお、当初において株式取得の日程は、平成19年８

月31日と予定しておりましたが、取得等に関する協

議が継続しているため、取得時期については未定と

なっております。

⑤　取得株式数、取得価額及び取得後の当社議決権割合

取得株式数 1,470株

取得価額 735,000千円

取得後の議決権割合 49％

⑥　支払方法及び資金の調達

　株式の取得は全て現金で行い、取得に要する資金の

調達は自己資金及びデット・ファイナンスで行う予

定であります。

(1）会社分割による函館地区のエネルギー事業の分社化

　当社は、平成20年５月22日開催の取締役会において、当社

の函館地区のエネルギー事業を連結子会社である株式会

社丸佐佐藤燃料に承継させる会社分割（会社法第784条第

３項に規定する簡易吸収分割）を行うことを決議し、平成

20年７月１日付で会社分割いたしました。

　なお、株式会社丸佐佐藤燃料は、分割期日をもって、商号

を株式会社ガスコープいちたかに変更しております。

　①　分割の目的

　函館地区でコアとなる販社設営のため、会社分割を

することといたしました。

　②　分割の方法

　当社を分割会社とし、株式会社丸佐佐藤燃料を承継

会社とする物的吸収分割です。

　③　割当株式数等

　株式会社丸佐佐藤燃料は、当社の完全子会社である

ため、株式の割当て交付はいたしません。また、本件分

割に伴う当社の資本金の額等の増減はありません。

④　実施した会計処理の概要

　企業結合に係る会計基準（「企業結合に係る会計基

準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成17年12

月27日））に基づき、共通支配下の取引として会計処

理を行っております。
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第　48　期
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

第　49　期
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

(2）関係会社株式の取得

　平成19年８月29日開催の取締役会において、株式会社

ダイニ（山形県南陽市 代表取締役 石黒次郎）及び置

賜日通燃料株式会社（山形県南陽市 代表取締役 石黒

次郎）の株式を取得し子会社化する方針について決議

し、平成19年９月20日付にて同各社の株主から発行済株

式の全部を取得いたしました。

①　株式取得の目的

　当社は、エネルギー事業の規模拡大及び競争力強化

の同時実現を目的として、同業他社等への投資活動、

業務提携及びＭ＆Ａ等を積極的に行う方針を掲げて

おります。

　今回、山形県南陽市で燃料事業を営む株式会社ダイ

ニ及び置賜日通燃料株式会社の全株式を取得するこ

とにより子会社化することとしました。

　大手主導の業界再編が加速するなかでの小売業同士

の友好的なＭ＆Ａとして業界に一石を投じるととも

に、今後は東北地区での事業展開も図ってまいりま

す。

②　株式の取得先

　ａ．株式会社ダイニ

　　　石黒次郎他５名

　ｂ．置賜日通燃料株式会社

　　　石黒次郎他３名

③　買収する会社の概要

名称 株式会社ダイニ

事業内容
石油、ガスその他燃料類の販売、燃

料器具類の販売

事業規模 （平成19年３月期）

　資本金     20百万円

　総資産    999百万円

　売上高  1,133百万円

名称 置賜日通燃料株式会社

事業内容
石油、ガスその他燃料類の販売、卸

し

事業規模 （平成19年３月期）

　資本金     10百万円

　総資産    226百万円

　売上高    661百万円

(2）連結子会社の合併

　当社は、平成20年６月25日開催の取締役会において、当社

の連結子会社である株式会社丸佐佐藤燃料と株式会社中

浜商店及び株式会社髙野商店の合併を行うことを決議し、

平成20年８月１日付で合併いたしました。

　なお、株式会社丸佐佐藤燃料は、平成20年７月１日をもっ

て、商号を株式会社ガスコープいちたかに変更しておりま

す。

①　合併の目的

　函館地区における地域別販社体制を強化し、地域活

動における独自性と機動性を高めることで地域に密

着した事業基盤の充実とオペレーションの効率化、更

なる顧客サービスの向上を図るため、合併をすること

といたしました。

②　合併の方法

　株式会社丸佐佐藤燃料を存続会社とし、株式会社中

浜商店及び株式会社髙野商店を消滅会社とする吸収

合併であります。

③　合併比率及び合併交付金等

　株式会社丸佐佐藤燃料、株式会社中浜商店及び株式

会社髙野商店は、当社の完全子会社であるため、本合

併による新株式の発行及び資本金の増加及び合併交

付金の支払いはありません。

④　実施した会計処理の概要

　企業結合に係る会計基準（「企業結合に係る会計基

準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成17年12

月27日））に基づき、共通支配下の取引として会計処

理を行っております。

④　株式取得の時期

　ａ．株式会社ダイニ

　　　平成19年９月20日

　ｂ．置賜日通燃料株式会社

　　　平成19年９月20日
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第　48　期
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

第　49　期
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

⑤　取得した株式数、取得価額及び取得後の当社議決権

割合

　ａ．株式会社ダイニ

取得した株式数   400株

取得価額 568,908千円

取得後の議決権割合 100％

　ｂ．置賜日通燃料株式会社

取得した株式数 10,000株

取得価額 328,642千円

取得後の議決権割合 100％

⑥　支払方法及び資金の調達

　株式の取得は全て現金で行い、取得に要した資金の

調達は自己資金及びデット・ファイナンスによって

おります。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略しており

ます。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 367,342 114 36,714 330,742 115,459 11,129 215,282

構築物 102,856 453 － 103,310 65,175 6,803 38,134

機械及び装置 13,755 － － 13,755 11,135 887 2,620

車両運搬具 30,401 － － 30,401 29,126 409 1,274

工具、器具及び備品 57,506 3,086 110 60,482 51,830 4,211 8,651

供給設備 2,538,849 573,724 79,573 3,033,001 1,538,749 205,507 1,494,251

土地 555,603 13,212 44,296 524,519 － － 524,519

建設仮勘定 89,734 63,081 89,734 63,081 － － 63,081

有形固定資産計 3,756,050 653,673 250,429 4,159,294 1,811,478 228,949 2,347,816

無形固定資産        

のれん 495,407 － 495,407 － － 99,081 －

商標権 1,747 352 － 2,099 971 170 1,127

ソフトウエア 160,617 24,365 － 184,983 133,250 16,147 51,732

電話加入権 2,007 － － 2,007 － － 2,007

無形固定資産計 659,780 24,717 495,407 189,090 134,222 115,399 54,867

長期前払費用 665 3,878 － 4,543 852 408
(884)

3,691

繰延資産 － － － － － － －

　（注）１．当期増加額の主な内訳は次のとおりであります。

供給設備 ＬＰガス供給設備等の取得 573,724千円

建設仮勘定 ＬＰガス供給設備等 63,081千円

２．当期減少額の主な内訳は次のとおりであります。 

供給設備 ＬＰガス供給設備等の除売却 79,573千円

建設仮勘定 ＬＰガス供給設備等の完成 89,734千円

のれん 償却終了による減少 495,407千円

３．長期前払費用の差引当期末残高欄における（　）内の金額は、１年以内の償却予定額を内書で表示しており、

貸借対照表上には前払費用（流動資産）に含めて表示しております。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 23,302 22,036 8,641 11,241 25,455

賞与引当金 29,103 － 29,103 － －

役員退職慰労引当金 67,272 － － － 67,272

　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 6,633

預金の種類  

当座預金 521,252

普通預金 94,180

郵便貯金 10,662

別段預金 1,706

外貨建普通預金 0

小計 627,802

合計 634,435

②　受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

日商興産㈱ 7,245

富士溶融工業㈱ 4,542

北栄鉄工㈱ 3,478

日糧製パン㈱ 3,091

㈱タニタ秋田 2,530

その他 2,997

合計 23,885

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年７月 10,049

８月 6,164

９月 6,822

10月 848

合計 23,885

③　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

大東建託㈱ 4,109

富士溶融工業㈱ 2,039

㈱丸佐佐藤燃料 1,813

北栄鉄工㈱ 1,796

相合開発㈱ 1,650
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相手先 金額（千円）

その他 507,698

合計 519,107

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

455,040 5,948,920 5,884,853 519,107 91.9 30.0

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

④　商品

品名 金額（千円）

ＬＰガス 113,750

灯油 108,917

器具 13,653

その他 1,517

合計 237,839

⑤　未成工事支出金

品名 金額（千円）

設備工事 3,119

合計 3,119

⑥　貯蔵品

品名 金額（千円）

送信機 1,008

調整器 770

メーター 407

その他 713

合計 2,900

⑦　関係会社株式

会社名 金額（千円）

㈱ダイニ 607,641

ウェルネット㈱ 526,065

置賜日通燃料㈱ 351,017

㈱丸佐佐藤燃料 80,000
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会社名 金額（千円）

㈱アイトリート 37,000

㈱髙野商店 31,660

㈱いちたかサンテック 27,525

㈱はまなすエネルギー 15,300

㈱エネアージ 15,000

㈱中浜商店 0

合計 1,691,208

⑧　支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

リンナイ㈱ 14,357

富士工器㈱ 13,730

ヤンマーエネルギーシステム㈱ 8,981

ノーリツ㈱ 7,330

㈲ウスキ設備 5,196

その他 33,064

合計 82,661

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年７月 25,578

８月 35,332

９月 19,438

10月 2,127

11月 184

合計 82,661

⑨　買掛金

相手先 金額（千円）

三井丸紅液化ガス㈱ 32,524

ナラサキ産業㈱ 29,347

北海道エナジティック㈱ 16,677

岩谷産業㈱ 16,429

㈱パロマ 9,360

その他 70,112

合計 174,451

⑩　短期借入金
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相手先 金額（千円）

㈱北海道銀行 500,000

㈱北陸銀行 300,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 270,000

㈱北洋銀行 110,000

合計 1,180,000

⑪　一年以内返済予定の長期借入金

相手先 金額（千円）

㈱北海道銀行 141,540

㈱北洋銀行 125,040

㈱三井住友銀行 40,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 20,000

㈱青森銀行 20,000

㈱秋田銀行 20,000

㈱七十七銀行 20,000

㈱第四銀行 20,000

合計 406,580

⑫　長期借入金

相手先 金額（千円）

㈱北海道銀行 368,125

㈱北洋銀行 226,580

㈱三井住友銀行 90,000

㈱青森銀行 80,000

㈱秋田銀行 80,000

㈱七十七銀行 80,000

㈱第四銀行 80,000

合計 1,004,705

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 ６月30日

株券の種類 1,000株券　10,000株券

剰余金の配当の基準日
12月31日

６月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告は、電子公告によりこれを行う。http://www.ichitaka.co.jp 但し、

電子公告を行うことができない事故その他やむをえない事由が生じたとき

は、日本経済新聞に掲載して公告する。

株主に対する特典 該当事項はありません。

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権

利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

平成19年９月27日　北海道財務局長に提出

事業年度（第48期）（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）の有価証券報告書であります。

(2）有価証券報告書の訂正報告書

平成19年10月25日　北海道財務局長に提出

事業年度（第48期）（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。

(3）半期報告書

平成20年３月21日　北海道財務局長に提出

事業年度（第49期中）（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）の半期報告書であります。

(4）臨時報告書

平成19年10月３日　北海道財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動（取得））に基づく臨時報告書

であります。

平成19年11月22日　北海道財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（子会社株式の一部売却）に基づく臨時報告書であ

ります。

平成19年12月21日　北海道財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。

平成20年５月22日　北海道財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号（会社分割（吸収分割））に基づく臨時報告書であ

ります。

(4）臨時報告書の訂正報告書

平成19年12月21日　北海道財務局長に提出

平成19年11月22日提出の臨時報告書（子会社株式の一部売却）に係る訂正報告書であります。

(5）自己株券買付状況報告書

報告期間（自　平成19年12月１日　至　平成19年12月31日）

平成20年１月23日　北海道財務局長に提出

金融商品取引法第24条の６第１項に基づく自己株券買付状況報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

   平成19年９月27日

株式会社一髙たかはし    

取締役会　御中  

 創研合同監査法人  

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 佐野　芳孝　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 島貫　幸治　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社一

髙たかはしの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

一髙たかはし及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年８月３日に株式会社アルフレックスの株式の取得等に係

る基本合意書を締結している。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年９月20日に株式会社ダイニ及び置賜日通燃料株式会社の

発行済株式の全部を取得している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別

途保管しております。

EDINET提出書類

株式会社一髙たかはし(E03411)

有価証券報告書
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独立監査人の監査報告書

   平成20年９月29日

株式会社一髙たかはし    

取締役会　御中  

 創研合同監査法人  

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 佐野　芳孝　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 島貫　幸治　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社一髙たかはしの平成19年７月１日から平成20年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

一髙たかはし及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年７月１日付で函館地区のエネルギー事業を連結子会社で

ある株式会社丸佐佐藤燃料に承継させる会社分割を実施した。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社の連結子会社である株式会社丸佐佐藤燃料と株式会社中浜商店及び

株式会社高野商店は、平成20年８月１日付で合併した。

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年９月29日開催の取締役会において、西山油機株式会社の

エネルギー事業を会社の連結子会社である株式会社いちたかサンテックが吸収分割により承継する契約の締結に関し

て決議し、同日付にて吸収分割契約を締結した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別

途保管しております。

EDINET提出書類

株式会社一髙たかはし(E03411)

有価証券報告書
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独立監査人の監査報告書

   平成19年９月27日

株式会社一髙たかはし    

取締役会　御中  

 創研合同監査法人  

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 佐野　芳孝　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 島貫　幸治　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社一

髙たかはしの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第48期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社一髙

たかはしの平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年８月３日に株式会社アルフレックスの株式の取得等に係

る基本合意書を締結している。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年９月20日に株式会社ダイニ及び置賜日通燃料株式会社の

発行済株式の全部を取得している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管しております。

EDINET提出書類

株式会社一髙たかはし(E03411)

有価証券報告書
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独立監査人の監査報告書

   平成20年９月29日

株式会社一髙たかはし    

取締役会　御中  

 創研合同監査法人  

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 佐野　芳孝　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 島貫　幸治　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社一髙たかはしの平成19年７月１日から平成20年６月30日までの第49期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社一髙

たかはしの平成20年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年７月１日付で函館地区のエネルギー事業を連結子会社で

ある株式会社丸佐佐藤燃料に承継させる会社分割を実施した。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社の連結子会社である株式会社丸佐佐藤燃料と株式会社中浜商店及び

株式会社高野商店は、平成20年８月１日付で合併した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管しております。

EDINET提出書類

株式会社一髙たかはし(E03411)

有価証券報告書
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